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Total Rehabilitation Research 
 

Rehabilitation is the comprehensive concept that embraces not only medical 
rehabilitation but also special needs education and vocational, social and psychological 
rehabilitations. Therefore, Asian Society of Human Services adopts the concept of Total 
Rehabilitation, which includes all those five scopes. 

Total Rehabilitation that employs scientific research methods and has been 
acknowledged internationally is expected to be developed based on the convergent 
approach. In this context, Asian Society of Human Services begins the publication of 
Total Rehabilitation Research as the second journal of our Society in order to contribute 
for the advancement and development of Total Rehabilitation in Asia as well as Japan via 
the scientific researches and practices. 

 

 
 

Asian Society of Human Services 
 

The word “Human Services” is used when someone faces social challenges for “help” 
or “support” people. “Human Services” is expanding rapidly its area such as field of 
social welfare, medical・ nursing, psychology clinical related mental care, health 
promotion for aging society, assist family for infant and child care, special supporting 
education corresponding to vocational education, education support sector corresponding 
to era of lifelong learning and fluidization of employment corresponding to the area of 
career development. Human Services area, if its research methods are scientific, is 
internationally accepted and greater development is expected by collaborative research 
which is performed by multinational and multi-profession. 

Asian Society of Human Services aims to contribute to the progress and development 
of Asian Human Services through scientific research and actual activities on Human 
Services. 
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Ⅰ.研究背景  
 
日本の高齢化率は 2020 年で 28.8％となり 1)、世界的にも例を見ない速さで進行している。

日本人の平均寿命は延伸している一方、日常生活に制限のない期間を示す健康寿命は平均寿

命より短く、その差は男性で約 9 年、女性で約 12 年とされる 2)。この差は要介護者数の増

加やそれに伴う社会保障費の増大などの社会問題となっている。 
これに対応すべく、国は地域包括ケアシステムの構築を目指し新しい介護予防事業として

「介護予防・日常生活支援総合事業」を新設した。この事業の目的の１つは 、住民主体の

支援体制を強化し、地域介護予防活動支援事業の実施を通して、高齢者が安易に通える住民

運営の「通いの場」(歩いて概ね 15 分以内)を作ることによって、地域に根ざした介護予防

活動の推進を行う事である 3)。 
高齢者は、加齢に伴う心身の機能低下に基づく疾患や転倒などをきっかけとして自立した

生活が損なわれ易く、要介護認定の軽度者の原因疾患の約半数は、体を動かさないことによ

る心身の機能低下が原因と判明している。そのため、介護予防の中でも特に身体活動や運動

は益々重要性を増している 4)。これを踏まえ、「通いの場」で、後期高齢者や虚弱高齢者も

含めて体操等を週一回以上継続して行うことを推進され 3)、各自治体を中心に運動機能向上

を目的とした独自の体操制作が行われている。制作された介護予防体操の効果は、複数の研

究により報告されている。音楽を用いた体操では、オリジナルの音楽に合わせた「荒川ころ

ばん体操」5)や花笠音頭に合わせて行う「花の山形！ しゃんしゃん体操」6)などがあるが、

これらの研究は、身体面での体操の効果について報告されている。 
先行研究において、介護予防体操に音楽の活用が参加継続に有効であること 7)、音楽は運

動に「楽しい」と感じる要因であること 8-9)、音楽療法の介入が運動への積極的な参加と参

加継続を促すこと 10)などが量的研究により明らかにされている。また、音楽固有のリズム
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が動きのペースの手がかりとなったり、歌詞の言葉が動きと結びついたりする効果が見られ、

なめらかで十分な範囲の動きが認められたとし 11)、音楽は身体運動を誘発し、心身両面へ

の働きかけを可能にすると言われている 12)。 
しかし、介護予防体操に音楽を使用することでの主観的効果や体操と音楽の関連要素は十

分に検討がされているとは言い難く、質的に検討した報告は見当たらない。介護予防体操と

音楽の関連について客観的な効果に留まらず、その本人にとってどのような体験であるのか、

または受け止められているのかといった主観的効果について検証することは、音楽を体操に

付加する効果を検証することや、介護予防体操を促進する要因を考える上で必要と考えた。 
そうした中、A 町でも厚生労働省の介護予防マニュアル(2006)を参考に約 60 分の介護予

防体操を制作した。その後、体操の動きに合わせ音や音楽の三要素を付加し、世代に合わせ

たなじみの曲やリラクゼーション効果のある曲を選曲し、対象者が歌いながら体操する場面

を取り入れ、体操の動きを促進し、体操の効果を高めるために音楽を付加した（以下：促進

する音楽という)。完成した体操は自主的に行えるよう DVD と CD を作成し、体操を通いの

場で自主的に行うグループ(以下：自主グループという)4 か所に配布し、2010 年から調査時

（2020 年)まで、週 1 回 10 年以上体操が継続されている。 
そこで、本研究では、促進する音楽を付加した介護予防体操を継続している人を対象に、

介護予防体操に促進する音楽を付加することによる主観的効果を質的に検討することで、体

操と音楽の関連とその要素を明らかすることを目的とした。これらが明らかになることで、

介護予防体操をより充実した取り組みにする一助になると考える。 
 

Ⅱ.方法 
 
1. 対象者 
 自主グループ開始の 2010 年より週 1 回 60 分の促進する音楽を付加した介護予防体操を

継続して行っている A 町の 4 ヵ所の自主グループ参加者を対象とした。対象者の要件とし

て、65 歳以上の高齢者のうち、面接に受け答えができる認知機能を有し、研究の趣旨に同

意の得られた女性 18 人を研究対象とした。4 か所の自主グループ参加者の男女比は 1：55
であった。 
 
2. 手続き 

対象の A 町に同意を得て、自主グループ代表者に研究の説明を行い承諾を得た。次に自

主グループ参加者に研究の目的および方法を説明し、同意書に自署をもらった後、半構造的

面接によるインタビュー調査を行った。対象者の基本情報として、質問紙を用い、研究対象

者の年齢、性別、要介護認定の有無、趣味を収集した。 
研究対象者へのインタビュー実施前に小グループでインタビューの緊張をほぐすことを趣

旨とした対話を行った。インタビューの際には、まず本研究の目的を再度説明し、次に、イ

ンタビューガイドを用いて、「介護予防体操に促進する音楽を付加した体操をどのように捉

えているか、効果をどのように感じ考えているか（以下、主観的効果という)」について半

構造化インタビューを実施した。インタビューガイドは、事前にグループ代表者と事前に会

話をした内容を踏まえて作成した。①現在行っている介護予防体操自体をどう思いますか。

②音楽付きの体操についてどう思いますか。③音楽を付加していることで特によかったと思
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うところはありますか。④今行っている体操に音楽がついていないと想定すると、どう思い

ますか。⑤特に音楽はなくてもいいなと感じたところや、曲が違うものが合うと感じるとこ

ろがありますか。⑥現在行っている体操を今後どうしたいと思いますか。⑦その他伝えたい

ことはありますか。について質問し、自由に語ってもらった。インタビューは同意を得てＩ

Ｃレコーダーに録音し、面接場所は個室などのプライバシーが守れる場所にて実施した。デ

ータ収集期間は 2020 年 8 月から 10 月であった。 
 

3. 体操の内容 
 厚生労働省(2006)の運動機能向上マニュアル 13)、 口腔機能向上マニュアル 14)を参考に約

60 分の介護予防体操を独自に制作した。第 1 体操（20 分)は主にストレッチを目的に行う内

容、第 2 体操（20 分)は筋力の向上、バランス機能の維持改善、口腔体操（10 分)は口腔機

能向上を目的としている。 
 
4.分析方法 
 KJ 法 15-16)に依拠しデータ分析を行った。本研究は、介護予防体操に促進する音楽を付加

することによる主観的効果の要素を見出し、体操と音楽の関係性を構造的に明らかにするた

めに KJ 法を用いた。 
分析においては、録音した内容は全て逐語録に起こし、データを繰り返し読む事で語りの

全体を把握した。その後、主観的効果とそれに関係する言葉について語っている内容を改変

することなくひとつずつカードにした上で、吟味・検討し、それらのカードをカテゴリーに

整理・集約し、その後グループ編成を行った。集約が困難な回答があった場合は、無理に他

の回答群に集約せず、そのまま独立して扱った。なお、内容が曖昧な回答および意味が不明

瞭な回答は、分析の過程で除外した。 
 分析にあたり、複数の研究者間で随時検討し、これによりデータ分析の妥当性及び信用性

に努めた。 
 
5. 倫理的配慮 

本調査は、佐賀大学医学部倫理委員会の承認(承認番号 R2-6)を得て実施した。 
研究対象者には、同意説明文書を用いて研究の目的計画について十分な説明を行い、研究

を依頼した。同意事項として、対象者は研究への参加または不参加を自由に選択できること、

いつでも同意の撤回ができること、研究不参加や途中参加中止の場合に何ら不利益な取扱い

を受けないこと、調査内容は対象者が特定できないよう個人情報を保護すること、を明示し

書面で同意を得た。 
 

Ⅲ.結果 
1.対象者の概要 

本研究の対象者は、女性 18 名、平均年齢は 77.3 歳であった。趣味は、音楽に関連するも

のが 2 名、それ以外が 16 名であった。 
2.分析結果 
 インタビューから得られた記述データから 642 枚のカードを作成しグループ編成を行っ

た結果、1)音楽を付加していることによる主観的効果、2)介護予防体操に関する主観的効果、
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3)自主グループに関する主観的効果の 3 グループに集約された。以下、コアカテゴリー名を

【】、サブカテゴリ―を〔〕、コードを〈〉、発話を「」とし、｟｠は補足した内容とする。 
 
1)音楽を付加していることによる主観的効果 

45 コード、24 サブカテゴリー、9 コアカテゴリーに集約された。(表 2) 
(1)【直感で音楽を付加していることがいいと感じる】 
〔直感で音楽をいいと感じている〕は、「｟音楽は｠あった方がいい」「音楽は重要よ」な

どから、〈音楽があるといいと即答できる〉〈音楽は重要だと即答できる〉で構成され、思考

を判断に影響させず感じたままに直感として語られた。  
 
(2)【体操をしながら音楽が回想を促し、慣れ親しんでいる音楽が心地よさや癒しを与えて

いる】 
〔慣れ親しんでいる曲から得られる心地よさ〕は「今は馴染みのある曲を入れてくれてい

るのでいいですが、現代の若い人たちの曲ではダメです。私たちの年代では」などから、

〈最近の曲は馴染まない〉〈知っている曲だと心地よい〉から構成され、耳にする機会が多

い最近の曲ではなく、慣れ親しんでいる曲が付加されることで心地よく感じることが語られ

た。〔音楽による癒しの実感がある〕は「音楽が入っているからね。みんななんか癒される

ねって言いながらね」などから、〈音楽が心を癒す〉で構成され、体操をしながら音楽を聞

くことで、癒しをもたらす効果が語られた。〔当時を回想し、気持ちが若返る感覚がある〕

は「ミカンの花咲く丘なんか私あの歌好きで、伊豆へ行ったときにガイドさんが歌ってくれ

たことや、楽しい思い出を思い出すよ」などから、〈当時を思い出して気持ちが若返る〉〈昔

を思い出し懐かしむ〉で構成され、懐かしさを感じる曲を選曲することで、当時を回想して

いる事が語られた。 
 

(3)【音や音楽の 3 要素が体操の行いやすさを促進している】 
〔リズムが体操の行いやすさに役立つ〕は「私は曲はあったほうがいいですね。それで、

こうリズムがとれる。リズムをとったほうがやりやすいという感じ」などから〈リズムにの

ることで行いやすい〉で構成され、〔強弱が体操の行いやすさに役立つ〕は「ピアノを強く

弾いた時に、力を入れてと思う。やっぱり強くされる時きちっと伸ばすとかするような感じ

の」などから〈強弱があるから力をいれやすく、緩急がつけやすい〉こと、〔速度が体操の

行いやすさに役立つ〕は「速度あるから(合う)。1.2.3.4.だと速くなってしまう」などから

〈速度があると入りやすい〉〈速度が動きに合うと行いやすい〉でそれぞれ構成された。音

や音楽の三要素である、高さ・大きさ・音色、メロディ・リズム・ハーモニーを体操の動き

に合わせることで、体操の行いやすさを促進していることが語られた。 
 
(4)【音楽は体操のてがかりとなり、誘い導いている】 

〔音楽が動きにあうと、動きやすい〕は「音楽にあわせてしているから合わせられる」

「音楽が、動きに変わっていきますね」などから〈音楽と動きがあうと、動きやすい〉〈音

楽と動きが合う必要がある〉で構成され、〔音楽を体操のてがかりとしている〕は「音楽が

流れたら、もうその体の｟動きが｠出てくるよね」などから、〈使用している曲が記憶され、

音楽を体操のてがかりとしている〉こと、〔音楽が心身を反応させている〕は「体操がない
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時でも、他でその曲がなったらじーっと聞いてるよ」などから〈体操と同じ音楽がなると心

身が反応する〉〈音楽が体操を誘う〉で構成された。体操の動きと音楽が合っていると、音

楽を手掛かりとして体操を行い、繰り返す過程で音楽が記憶され、体操以外の場面でも同じ

音楽が聞こえると心身が反応する。つまり、音楽が体操を誘い導いていることが示された。

〔今後も音楽の変更は望まない〕は「このままこの音楽でいいと思います。体操も。」など

から〈音楽はこのままでよい〉〈曲は飽きていない〉〈今の曲が慣れている〉で構成され、恒

常化は感じておらず、慣れている曲が良いことが語られた。 
 
(5)【音楽が体操を行う事に楽しみや意欲や充実感を付加し、継続を促進している】 
〔音楽が楽しみを提供している〕は「音楽付きが楽しい。うきうきしてしてね、楽しく体

操ができる」「認知症になった人もね。音楽が好きな人もいらしてね。音楽がなるとウキウ

キしていた」などから、〈音楽に合わせて体を動かすことが楽しい〉〈認知症の参加者も音楽

があると楽しめている〉で構成された。認知症の有無に関係なく、音楽が体操に楽しさを付

加していることが語られた。〔充実感・満足感・活力・意欲が湧く〕は「｟音楽が｠あると

気持ちが高揚するし、やる気がでる」などから、〈音楽があるとやる気がでる〉〈音楽がある

と心が高揚する〉〈音楽があると時間が早く感じる〉で構成され、〔音楽がないと充実感や楽

しみがない〕は「｟周りも音楽がないと｠いやー、なんでないの。と言うと思う。顔をしか

める様子などを、そういうのを見ればいいですよ」などから、〈音楽がないと寂しい〉〈音楽

がないと面白くない〉〈音楽がないと味気ない〉で構成された。音楽が付加されると積極的

な気持ちが促進され、音楽がないと消極的な気持ちになることが語られた。〔音楽を付加し

ていることに不快な感情はない〕は「｟音楽がうるさいとか｠そんなことは思わん」などか

ら、〈音楽がなくていいと思わない〉〈音楽がない体操を考えたことがない〉で構成された。

音楽を付加している事で不快な感情はなく、音楽がない体操を希望していないことが語られ

た。〔音楽が継続を促進している〕は「楽しい気分。なんかもう 今日はちょっと疲れて行き

たくないなとか思っててもね。体操し出して音楽聴き出して。そしたらやっぱり、体が自然

に動き出すというか。 そういう感じ」などから、〈音楽があると楽しいから行く〉〈音楽が

継続に役立っている〉で構成された。音楽を付加している事で飽きることなく楽しさや充足

感があり、音楽は継続に関係していることが語られた。 
 
(6)【歌唱の効果を実感している】 
〔歌うことは呼吸に意識が向く〕は「｟歌と体操のところ｠呼吸がですね、入ったりする

のがですね、自然にできて、呼吸が自然体でできると思います」などから、〈歌うことは呼

吸が自然にできる〉に構成された。体操と同時に歌う事で息を止めず呼吸に意識を向けるこ

とが語られた。〔体操しながら歌うことで充実感がある〕は「歌うといいよ。なかなかあん

なふうに、声をわあーって出さないから。」などから、〈歌が好きで歌うことが楽しみであ

る〉こと、〔歌いながら歩く効果を実感している〕は「やっぱり足踏み、うん。歩くでしょ。

やりやすいですね。音楽あった方が。特に」などから、〈歩くときは歌うことで行いやすく

楽しい〉で構成された。歌は楽しく、声をだす機会になっていること、歌と動きを同時に行

うと動きやすいことが語られた。〔歌は口腔体操を行いやすくしている〕は「｟歌って｠パ

ッパッパッ～っていうといいけど、｟言葉だけで｠ぱっぱっぱって、もう 5 つぐらい言った

ら喉が詰まる感じがする」などから、〈歌うと言葉が出やすい〉〈お腹から声をだしてパタカ
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ラと言える感覚がある〉〈歌うと唾液がでる〉で構成された。口腔機能訓練として「パタカ

ラ」の発音を行う際、歌が発声を促進し、唾液分泌や腹式発声を促進している事が語られた。 
   
(7)【芸術としての音楽に触れる機会となり音楽について感じ考えている】 
〔芸術としての音楽に触れている感覚があり、音楽について感じ考えている〕は「それは

もう、芸術てあるでしょう。芸術て。書とか絵とか。ああいう書とかだったら動かんでしょ

うが。でも音楽だったら動くし。書だったら目で見らないといかん。音楽だったら耳も。五

感。五感も働かれるし。それもいいことだし。だから体操することにおいて、その五感の発

達もいいしですよ。とても芸術。体操するのもリズム感があるからね。やっぱり心身にとて

も役立つ。音楽があれば。」などから、〈芸術としての音楽に触れている感覚があり、音楽に

ついて考えている〉で構成された。音楽を付加することで芸術としての音楽を感じ、音楽に

ついて考えていることが語られた。 
 
(8)【ピアノの特性が体操を行いやすくしている】 
〔ピアノは体操にあう楽器である〕は「ピアノの音がなんともいえないです」 「打楽器

でもやっぱメロディがあった方がいいから、太鼓は違う」「｟ピアノは｠聞きなれとるとゆ

うのは大切だもんね。みんなが知っているからね」などから、〈ピアノがいい〉〈メロディが

ある楽器がいい〉〈聞きなれた楽器がいい〉で構成された。ピアノは聞きなれている楽器音

で、メロディを作る楽器であることについて語られた。 
 
(9)【号令は音楽の代わりにならず、音楽がないとさせられている感じがする】 
〔音楽がないと体操をさせられている感覚がある〕は「それは体育の勉強みたいね。なん

かねぇ、そうですね、気持ちが、こう、入っていかない。気がない。やらされてるって感じ

がする。」などから〈音楽がないと体操をさせられている感じがする〉で構成され、〔号令だ

けでは行いたくない〕は「ある程度拍子はとっているけど。まあ口でずっと言っていたら疲

れるからね」などから、〈号令だとどの部分の体操かわからない〉〈号令を言い続けるのは疲

れる〉〈号令だけでは行いたくない〉に構成された。音楽を付加されていない体操はさせら

れている感覚があり、号令では体操のてがかりがなく、言い続けることで疲労を感じる事が

語られた。 
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表 1 音楽を付加していることによる主観的効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コアカテゴリー サブカテゴリ― コード

音楽があるといいと即答できる

音楽は重要だと即答できる

最近の曲は馴染まない

知っている曲だと，心地よい

当時を思い出して気持ちが若返る

昔を思い出し懐かしむ

音楽による癒しの実感がある 音楽が心を癒す

リズムが体操の行いやすさに役立つ リズムにのることで行いやすい

強弱が体操の行いやすさに役立つ 強弱があるから力をいれやすく、緩急がつけやすい

速度があると入りやすい

速度が動きに合うと行いやすい

音楽と動きがあうと、動きやすい

音楽と動きが合う必要がある

音楽を体操のてがかりとしている
使用している曲が記憶され，音楽を体操のてがかりとし

ている

体操と同じ音楽がなると心身が反応する

音楽が体操を誘う

音楽はこのままでよい

曲は飽きていない

今の曲が慣れている

音楽に合わせて体を動かすことが楽しい

認知症の参加者も音楽があると楽しめている

音楽があるとやる気がでる

音楽があると心が高揚する

音楽があると時間が早く感じる

音楽がないと寂しい

音楽がないと面白くない

音楽がないと味気ない

音楽がなくていいと思わない

音楽がない体操を考えたことがない

音楽があると楽しいから行く

音楽が継続に役立っている

歌うことは呼吸に意識が向く 歌うことで呼吸が自然にできる

体操しながら歌唱することは充実感がある 歌が好きで、歌う事が楽しみである

歌いながら歩く効果を実感している 歩くときは歌うことで行いやすく楽しい

歌うと言葉が出やすい

お腹から声をだしてパタカラと言える感覚がある

歌うと唾液がでる

芸術としての音楽に触れる機会となり

音楽について感じ考えている

芸術としての音楽に触れている感覚があり、

音楽について感じ考えている

芸術としての音楽に触れている感覚があり、音楽につい

て感じ考えている

ピアノがいい

メロディがある楽器がいい

聞きなれた楽器がいい

音楽がないと体操をさせられている感覚があ

る
音楽がないと体操をさせられている感じがする

号令だとどの部分の体操かわからない

号令を言い続けるのは疲れる

号令だけでは行いたくない

9 24 45

歌唱の効果を実感している

歌は口腔体操を行いやすくしている

ピアノの特性が体操を行いやすくして

いる
ピアノは体操にあう楽器である

号令は音楽の代わりにならず，音楽

がないとさせられている感じがする
号令では行いたくない

音楽は体操のてがかりとなり，誘い導

いている

音楽が動きにあうと、動きやすい

音楽が心身を反応させている

今後も音楽の変更は望まない

音楽が体操を行う事に楽しみや意欲

や充実感を付加し，継続を促進してい

る

音楽が楽しみを提供している

充実感・満足感・活力・意欲が湧く

音楽がないと充実感や楽しみがない

音楽が付加していることに不快な感情はない

音楽が継続を促進している

直感で音楽を付加していることがいい

と感じる
直感で音楽をいいと感じている

体操をしながら音楽が回想を促し、慣

れ親しんでいる音楽が心地よさや癒

しを与えている

慣れ親しんでいる曲から得られる心地よさ

当時を回想し、気持ちが若返る感覚がある

音や音楽の3要素が体操の行いやす

さを促進している

速度が体操の行いやすさに役立つ
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2)介護予防体操に関する主観的効果 
24 コード、14 サブカテゴリー、6 コアカテゴリーに集約された。(表 2) 

 
(1)【直感で体操をいいと感じる】 
〔直感で体操の効果を感じている〕は「とてもいい」「この体操はやりやすいですね」な

どから、〈体操はいいと即答できる〉〈体操は行いやすいと即答できる〉で構成され、思考が

判断に影響を与えず感じたままに直感的に即答した。 
 
(2)【体操内容に満足し効果を実感している】 
〔運動内容に満足している〕は「こればさ、色々な種類がたくさんあるじゃない？テレビ

とか見てても｟この体操の内容が｠だいたい入っているもんね。テレビで出てくると、ああ

やっぱりよく考えて作ってあるなって思う」などから、〈全身運動だからいい〉〈簡単に取り

組める〉〈ペースに合わせられる〉こと、〔効果の実感がある〕は「足が上がらなかった、膝

が痛くて。お風呂入る時は足伸ばして入ってたでしょう。それが曲げて入れるようになった

のも、やっぱり体操のおかげで血液の流れが良くなったのかなーと思ってね。」などから、

〈病院やマッサージよりも効果がある〉〈慢性的な痛みが軽減した〉〈体調がよくなった〉に

構成された。満足できる体操内容であり、効果を実感していることが語られた。〔他者から

の効果も実感している〕は〈周囲の参加者も現状維持できている〉で構成され、自身以外の

ものから受ける効果についても語られた。 
 
(3)【体操は健康のバロメーターであり、継続することで今の状態を維持することに役立っ

ている】 
〔健康のバロメーターとしている〕は「｟毎週していると｠体の不調がわかります。畑作

業して無理してしたら体が回らないとか足があがらないとか自分の体の調子もわかる」など

から、〈自分で負荷量をコントロールしながら行っている〉〈体型の変化に気づき、管理がで

きる〉〈体調の変化に気づく〉に構成された。毎週同じ体操を行う事で自身の変化などに気

付き対応していることが語られた。〔継続することで健康の維持ができている〕は「結構な

ものよね。続けることは。維持ね。これ以上はよくならないから現状維持。現状維持を目標

にしよる。」などから、〈健康の維持ができている〉〈現状維持できることが大切である〉こ

と、〔体操に効果がある時間を認識し実行している〕は「｟60 分体操をする｠その時間がい

いということでね」などから〈効果が表れる時間を認識し実行している〉に構成された。

10 年間継続していることで体調を維持できていることや現状維持の重要性に気付き、必要

な知識や行動について語られた。 
 
(4)【情緒の安定と自信の獲得ができる】 
〔懸命に取り組めている自信がある〕は「｟体操を｠一生懸命しよる」などから、〈一所

懸命に取り組んでいる〉こと、〔情緒が安定する〕は「体操しているから元気になっている

んだ。なるぞっていうパワーがね。」などから、〈精神的に元気になった〉に構成された。一

生懸命取り組むことが自信になり、精神面の健康維持ができていることが語られた。 
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6)【口腔体操の必要性と効果を実感している】 
〔口腔体操の必要性を理解している〕は「食べたりなんかするのもここ、やっぱ、使うよ

ね」などから〈口腔体操は必要である〉こと、〔口腔体操の効果の実感がある〕は「あの口

の体操をするようになったら、舌をかまない」などから、〈口腔障害がなくなった〉で構成

された。口腔機能の重要性や効果の実感について語られた。 
 
7)【体操内容を変えず継続し、他の方法で恒常化対策を望んでいる】 
〔現状の体操継続を希望している〕は「これを続けないと。また新しくなったら覚えられ

ない。年寄りはね、大変」「このままこの音楽でいいと思います。体操も。」などから、〈新

しい体操は覚えられない〉〈今の体操を継続したい〉〈恒常化はなく満足している〉こと、

〔体操は変化せず、恒常化対策を行う〕は「変えないでこの体操をしたあと、休憩して、そ

して休憩の後に、何か違う脳トレとかお話とかそういうものあると」などから、〈現在の体

操は変えず、変化を入れる〉ことに構成された。10 年以上同じ体操を継続しているが、恒

常化はなく、変わりに体操をベースとして他の取り組みで変化を求めることが語られた。

〔現在の体操以外に変化を求める意欲がある〕は〈現在の体操以外の体操を取り入れる〉に

構成された。他の体操を更に取り入れる意欲について語られた。 
 

表 2 介護予防体操に関する主観的効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コアカテゴリー サブカテゴリ― コード

体操はいいと即答できる

体操は行いやすいと即答できる

全身運動だからいい

簡単に取り組める

ペースに合わせられる

病院やマッサージよりも効果がある

慢性的な痛みが軽減した

体調がよくなった

他者からの効果も実感している 周囲の参加者も維持できている

自分で負荷量をコントロールしながら行っている

体型の変化に気づき，管理ができる

体調の変化に気づく

健康の維持ができている

現状維持できることが大切である

体操に効果がある時間を認識し実行している 効果が表れる時間を認識し実行している

懸命に取り組めている自信がある 一所懸命に取り組んでいる

情緒が安定する 精神的に元気になった

口腔体操の必要性を理解している 口腔体操も必要である

口腔体操の効果の実感がある 口腔障害がなくなった

新しい体操は覚えられない

今の体操を継続したい

恒常化はなく、満足している

体操は変化せず，恒常化対策を行う 現在の体操は変えず、変化を入れる

現在の体操以外に変化を求める意欲がある 現在の体操以外の体操を取り入れる

6 14 24

情緒の安定と自信の獲得ができる

口腔体操の必要性と効果を実感して

いる

体操内容は変えず、他の方法で恒常

化対策を望んでいる

現状の体操継続を望んでいる

直感で体操をいいと感じる 直感で体操の効果を感じている

体操内容に満足し効果を実感してい

る

運動内容に満足している

効果の実感がある

体操は，健康のバロメーターであり、

継続することで今の状態を維持する

ことに役立っている

健康のバロメーターとしている

継続することで健康の維持ができている
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3)自主グループに関する主観的効果(表 3) 
11 コード、6 サブカテゴリー、4 コアカテゴリーに集約された。 
 
(1)【一緒に歌うことが心地よく、音楽が集団の雰囲気づくりに役立っている】 
〔つながりを感じながら歌う事の心地よさ〕は「もうみんなで一緒に歌いながらね 」な

どから、〈一緒に歌うことがいい〉こと、〔音楽が雰囲気づくりに役立っている〕は「｟音楽

は｠雰囲気作りにもね。」などから、〈雰囲気づくりに役立っている〉に構成された。自主グ

ループの中で一緒に歌う事の心地よさを感じ、音楽を付加することで自主グループの雰囲気

づくりに関連していることが語られた。 
 
(2)【集団で行うことで継続できる】 
〔自宅で一人では行わず、集団で行うからよい〕は「家ではなかなかしないからね。行け

ばこそ皆さんと会ってお話して体操して、もう帰る時はルンルンな気分でさ、そんな感じで

すよ、よかったー来てと思って」「みんなとやるからいい」などから、〈一人ではしない〉

〈家ではしない〉〈みんなとやるからいい〉に構成された。自宅で一人では継続ができず、

集団で行う事で継続できていることが語られた。 
 
(3)【交流の充足感がある】 
〔集まりは楽しいと実感している〕は「｟体操｠した方が楽しいからね。行くのが楽し

い。」「顔合わせて喋るっていうのがね。そして体操をね」などから、〈体操が待ちどおしい〉

〈行くことが楽しみ〉ことで構成され、「人とつながっていたい」は「やっぱりみんなと会

いたい。集まるだけではだめ｟体操もね｠」などから、〈友達ができる〉〈おしゃべりができ

る〉〈交流ができる〉に構成された。自主グループに集まる事で、人との触れいから得られ

る体操以外の充足感について語られた。 
 
(4)【居場所を感じられる場である】 
〔居場所の獲得ができる〕は「ここに来れる場所があるのが、今日行くところがあるって

言う 」などから、〈自主グループは居場所になっている〉で構成された。自主グループは行

く場所が確保され、落ち着ける場所として語られた。 
 

表 3 自主グループに関する主観的効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コアカテゴリー サブカテゴリ― コード

つながりを感じながら歌う事の心地よさがある 一緒に歌うことがいい

音楽が雰囲気づくりに役立っている 雰囲気づくりに役立っている

一人ではしない

家ではしない

みんなとやるからいい

体操が待どおしい

行くことが楽しみ

友達ができる

おしゃべりができる

交流ができる

居場所を感じられる場である 居場所の獲得ができる 自主グループは居場所になっている

4 6 11

集団で行うことで継続できる 自宅で一人では行わず、集団で行うからよい

交流の充足感がある

集まりは楽しいと実感している

人とつながっていたい

一緒に歌うことが心地よく,音楽が集

団の雰囲気づくりに役立っている
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4)カテゴリー間の構造図 (図 1) 
 介護予防体操を行っている高齢者は、【体操は健康のバロメーターであり、継続すること

で今の状態を維持する】との思いから介護予防に取組み、2)介護予防体操に関する主観的効

果を実感することで継続することができていた。介護予防体操は自主グループ集団で行って

おり、【交流の充足感がある】こと【居場所を感じられる場である】ことから、3)自主グル

ープに関する主観的効果を実感していた。1)音楽を付加していることによる主観的効果がこ

の２つの効果に大きく関与し、互いに促進しながら、影響し合い、相互に作用していること

からこの構造図(図 1)となった。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１カテゴリー間の構造図 
 
 

Ⅳ.考察 
 

 本研究は、促進する音楽を付加した介護予防体操を継続している人を対象に、介護予防体

操に促進する音楽を付加することによる主観的効果の質的検討を行った。その結果、3 グル

ープに集約され、各グループにおける体操と音楽の関連とその要素が示された。以下、それ

らについて考察する。 
 
1)音楽を付加していることによる主観的効果 
介護予防体操の継続の要因として【音楽が体操を行う事に楽しみや意欲や充実感を付加し、

継続を促進している】ことが示された。【直感で音楽を付加していることがいいと感じ

（る)】〔音楽がないと充実感や楽しみがない〕ことや、〔音楽を付加していることに不快な

感情はな（い)〕く【号令は音楽の代わりにならず、音楽がないとさせられている感じがす

る】ことから、音楽が運動に付随する不快感と苦痛を和らげ 17)、〔音楽が楽しみを提供し

（ている)〕〔音楽が継続を促進している〕ことが考えられる。これらは、運動継続には楽し



 DOI: https://doi.org/10.20744/trr.10.0_1 
Total Rehabilitation Research, VOL.10 1-18 

 

 
12 

さを感じる要因の存在が必要であるという先行研究と一致し 8,24)、また、酒井(2016)の、動

きに合わせた音楽付加群には継続性に対する自信の程度が高まり、体操教室への参加回数が

増加する傾向が認められたと報告していることからも、音楽を付加していることが開始から

10 年間継続している要因である可能性が示唆された。 
他方、木村ら（2018)によれば、対象者の持つ願望や意欲が事業への参加や継続へと向か

うように環境を整える事が重要とあり、本研究では音楽を付加した体操は〔充実感・満足

感・活力・意欲が湧く〕ことが明らかになった。介護予防事業への参加促進において、音楽

が心理的側面に有効に働いている可能性が示唆され、号令で行っている介護予防体操が散見

される中、これらの要素は体操制作において有効な要因となる可能性が示唆された。 
本研究では、介護予防体操の動きに合わせて、音(高さ・大きさ・音色)や音楽(メロディ・

リズム・ハーモニー)の三要素を付加している。参加者は【音や音楽の三要素が体操の行い

やすさを促進している】効果を実感していた。先行研究において、音楽のリズムは動きのペ

ースのてがかりとなること 10)や、テンポと心拍は同期現象が生じること 20)、交感神経との

関係 22)が示されている。本研究からも体操に音や音楽の三要素を付加することの有用性が

示唆され、体操に使用する曲は、バックグラウンドミュージックではなく、体操の特性に合

わせた三要素を吟味して付加すること、また付加する者は三要素の理解とその活用に習熟し

ていることが重要ではないかと考えられる。さらに、使用する楽器について、【ピアノの特

性が体操を行いやすくしている】ことが本研究で明らかになった。ピアノは音や音楽の三要

素を表現可能な楽器であることや、〈聞きなれた楽器がいい〉という語りから、楽器の選択

を検討していく際の示唆が得られたと考えられる。 
身体活動は音楽が動きと同期しない場合よりも、同期した場合において遂行が良好になる

ことが明らかとなっており 22)、〔音楽が動きに合うと動きやすい〕ことから〔音楽を体操の

手がかりとしている〕ことが示唆された。体操を繰り返す過程で音楽が記憶に残り、体操以

外の場面でも同じ音楽が聞こえると心身が反応し、【音楽は体操のてがかりとなり、誘い導

いている】ことが考えられる。中野ら(2015)は運動を継続するためには、運動を生活パター

ンに組み込むような行動プランの提示が必要であると示しているが 23)、生活の中で体操と

同じ音楽が聞こえると身体運動を誘発し、継続のモチベーションを高めていることが示唆さ

れた。また、音楽を動きの手がかりとしているため、〔今後も音楽の変更は望まない〕こと

が本研究で明らかになり、恒常化対策として音楽の変更は求めないことから、体操制作時の

選曲の重要性が示唆された。  
本研究では、年代に合う馴染みのある曲を選択していることから、〔慣れ親しんでいる曲

から得られる心地よさ〕を感じていた。【体操をしながら音楽が回想を促し、慣れ親しんで

いる音楽が心地よさや癒しを与えている】ことからも、高齢者は懐かしさを感じる音楽を聴

くことによって、肯定的な感情が高まりやすくなる傾向があり 29)、選曲の重要性が示唆さ

れた。音楽による回想法の効果については複数報告 18,25,26)があるが、介護予防体操に音楽を

付加することで、体操を行いながら回想法を実行できていることが本研究から明らかになっ

た。さらに、デュアルタスク能力は高齢者の認知機能と関係しているという研究が山下ら

(2018)、島ら(2009)など複数報告されているが、音楽を聞きながらリズムを合わせ、口ずさ

み、音楽による回想を行うなど、体操と同時並行で多重課題に取り組んでいることから、認

知症予防につながる可能性が示唆された。 
 本研究は、対象者が歌いながら体操する場面があり、歌唱の効果は、嚥下回数の増加 30)
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や口腔ケアの効果 31)の報告があり、本研究においても〔歌は口腔体操を行いやすくし（て

いる)〕、【歌唱の効果を実感して（いる)】いた。さらに、〔歌うことで呼吸に意識が向

（く)〕いており、体操実施時には呼吸が重要である 33)ため、歌唱は呼吸を止めずに行うこ

と、呼吸を意識すること、腹式呼吸ができることが期待できるのではないかと考られる。ま

た、歌唱は肺機能への活性化、呼吸機能の促進、顔の筋肉を和らげる効果がある 32)ことが

明らかになっており、口腔体操に音楽を付加することは、簡便で有効な取り組みではないだ

ろうか。他方、運動中に音楽を聞くことで身体的な疲労感を減らすことができ、より楽しく

長時間の運動が実施できること 34)から、〔歌いながら歩く効果を実感している〕ことは、歌

唱が体操を行いやすくし、充実感を得られる可能性が示唆され、歩行運動に歌唱を取り入れ

ることは、複数の効果が得られる可能性が考えられる。 
今回明らかになった【芸術としての音楽に触れる機会となり音楽について感じ考えてい

る】は、体操に付加されている音楽を聴きながら介護予防体操を行うことが、〔芸術として

の音楽に触れている感覚と、音楽について感じて考えている〕機会となり、それぞれの参加

者が音楽とは、芸術とはと探求する機会となっている可能性が示唆された。 
 
2)介護予防体操に関する主観的効果 
 高齢者が、適切な運動や身体活動を継続的に行うことは健康の維持・増進に有益であるこ

とは周知の事実である。継続の要因は楽しく・気持ちが良いこと、効果を実感できること、

習慣化しやすいこと 35)が挙げられており、【直感で体操をいいと感じ（る)】【体操は健康の

バロメーターであり、継続することで今の状態を維持することに役立っている】ことは、心

理的側面において【情緒の安定と自信の獲得ができる】ことに繋がっていると考えられる。

また、厚生労働省は、筋力向上のトレーニングは週 1 回以上の頻度で継続することが必要で

あること 3)や、1 回の運動の時間は 1 時間以上 2 時間未満 36)行うことを推奨している。参加

者は自主グループで週 1 回 60 分の体操を行っており、これが【体操内容に満足し効果を実

感し（ている)】継続に繋がっている可能性が示唆された。このことから、推奨時間を満た

した体操に音楽を付加することで、体操効果の実感を促進し、そのことが継続の要因になる

可能性が考えられる。 
介護予防には口腔ケアが重要であるが 14)、厚生労働省のホームページで紹介されている

自治体の体操は主に運動機能向上に特化されたものが多い。本研究は口腔体操を同時に行っ

ていることから、〔口腔体操の効果の実感（がある)〕を感じており、〔口腔体操の必要性を

理解〕し、【口腔体操の必要性と効果を実感して（いる)】いた。介護予防体操と口腔体操を

同時に行うことで、口腔ケアの認識が高まる可能性が明らかになり、介護予防効果を促進す

る可能性が示唆された。 
厚生労働省は恒常化対策として体操に変化を取り入れ、バージョンアップ等を例に示して

いる。だが本研究から〔現状の体操継続を希望して（いる)〕おり、〔体操は変化せず恒常化

対策を行う〕ことを希望していることが明らかになった。また、体操を〔健康のバロメータ

ーとしている〕ことや〈新しい体操は覚えられない〉ことから、【体操内容を変えず継続し、

他の方法で恒常化対策を望んで（いる)】おり、恒常化対策の要因として新たな示唆が得ら

れたと考られる。 
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3)自主グループに関する主観的効果 
自主グループに継続的に参加するには、仲間の存在や仲間との関り、自主活動の公平な運

営が継続理由となることや 37)、二次予防対象者には健康よりも楽しみや仲間づくりの要素

が活動継続に必要であり 38)、本研究からも【集団で行なうことで継続できる】【交流の充足

感がある】【居場所を感じられる場である】ことが示された。自主グループに参加している

参加者は、同じ地区に居住し、馴染みのある関係性をもっている者が多く、交流する人や場

所があることが地域とのつながりを感じることができていると考えられ、継続の要因となっ

ていることが示唆された。 

 音楽と自主グループの関連において、【一緒に歌うことが心地よく、音楽が集団の雰囲気

づくりに役立って（いる)】おり、女性は歌や踊りを楽しむ傾向があること 39)や、集団で一

つの曲が体験でき、「みんなと一緒」の中で安心感、充実感がえられること 40)から、本研究

において、体操に歌を付加し、参加者と一緒に歌っていることが、自主グループの効果に波

及している可能性が考えられる。OsGood(1993)は、音楽は本来、集団参加を促し、言語／

非言語の社会的相互作用やコミュニケーションをうながすと述べており 41)、音楽を付加す

ることで体操の行いやすさや楽しさを自覚し、その体操を居心地がよい場所で、一緒に歌い

ながら行う体操が、自主グループの魅力をより高めている可能性が考えられる。また、本研

究の自主グループは障害の有無に関係なく地域住民が参加していることから、体操に音楽を

付加していることがコミュニティ音楽 42)としての可能性が考えられ、今後さらなる追求の

必要性があると考えられる。 
 
4)カテゴリー間の構造図 

 今回の研究結果より、音楽は参加者にとって重要な位置づけである可能性が示唆された。

介護予防体操に音楽を付加することによる主観的効果が介護予防体操や自主グループ活動に

関与していることが明らかとなり、この構造図となった。研究結果をもとに音楽を付加する

ことで、介護予防体操のもつ力を促進し、通いの場における自主グループ活動に役立つ可能

性が示された。また、参加者は音楽が付加されていない体操は選択せず、音楽が付加されて

いる体操を継続したいという意思が生じ、主体性が生まれたことが示唆された。 

 

Ⅴ.研究の限界と今後の課題 

 
本研究は、促進する音楽を付加した介護予防体操を行っている 1 地区 4 自主グループ 18

人の音声データをもとに 1 回のインタビューとその結果から導き出された結論である。その

ため、今後は他の地域で男性を含めた同様のプロセスを踏みながら得た結果を構築・比較検

討する必要がある。また、本研究の対象者は、促進する音楽を付加しない介護予防体操を継

続的に行ったことがないため、効果を判定するには付加しない音楽体操と比較が必要である。  
 

Ⅵ.結論 

 
 介護予防体操を行っている高齢者は、【体操は健康のバロメーターであり、継続すること

で今の状態を維持する】という思いから取り組んでおり、介護予防体操に関する主観的効果

を実感することで継続することができていた。介護予防体操は自主グループ集団で行ってお
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り、【交流の充足感がある】こと【居場所を感じられる場である】があることから、自主グ

ループ活動に関する主観的効果を実感していた。音楽を付加していることによる主観的効果

がこの２つの効果に大きく関与し、互いに促進しながら、影響し合い、相互に作用している

ことが示された。 
以上のことから、介護予防体操に音楽を付加することによる主観的効果が明らかとなり、

この結果をもとに音楽を付加することで、介護予防体操の効果を促進し、通いの場における

自主グループ活動に役立つ可能性が示された。今後、益々介護予防が重視される中、体操の

継続や効果の促進、恒常化対策に寄与できると考える。 
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Subjective Effect of Adding Music to Promote 
Long-term Care Preventive Exercises 
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ABSTRACT 

This study aimed to qualitatively clarify the subjective effect of adding music to 
promote long-term care preventive exercises. Semi-structured interviews were conducted 
with 18 participants who are undergoing long-term care preventive exercises with music 
in Town A. The data were analyzed using the KJ method. The results indicated three 
subjective effects: 1)the subjective effect of addition of music, 2) the subjective effect on 
long-term care preventive exercises, and 3) the subjective effect of community activities 
of the older residents. The subjective effects of addition of music, long-term care 
preventive exercises, and community activities of older residents interacted with and 
promoted each other. These results indicate that adding music promotes the effect of 
long-term care preventive exercises. Adding music is also useful for establishing and 
maintaining the community activities of older residents. 

 
＜Key-words＞ 
long-term care preventive exercises, long-term care preventive, music, community 
activities of older residents, Community-Based Place 
 

taguchit@cc.saga-u.ac.jp (Tomomi TAGUCHI) 
Total Rehabilitation Research, 2022, 10:1-18. © 2022 Asian Society of Human Services 

 
Received 

March 5, 2022 

 

Revised 

April 12, 2022 

 

Accepted 

May 19, 2022 

 

Published 

June 30, 2022 

 



 DOI: https://doi.org/10.20744/trr.10.0_19 
Total Rehabilitation Research, VOL.10 19-31 

 

 
19 

ORIGINAL ARTICLE 
中学生の身体的不器用さ尺度の検討 
 

 

高橋 哲也 1) 
 
1) 広島市立白木中学校 
 
＜Key-words＞  
身体的不器用さ 中学生 尺度開発 
 

dogmantetsuya@ybb.ne.jp (高橋 哲也) 
Total Rehabilitation Research, 2022, 10:19-31. © 2022 Asian Society of Human Services 

 
 

Ⅰ．問題と目的 
  

学校教育活動では，ハサミを使う作業場面やボールを使った運動場面がある。そうしたと

きに不器用さ故に作業や運動がうまくできず周囲から馬鹿にされたり，からかわれたりする

ことで，学校不適応になってしまうことがある。 
アメリカ精神医学会は，身体的不器用さとは，学業的な達成や日常生活を著しく妨げる協

調運動障害を特徴とする状態と定義している 1)。日本でもアメリカと同じ基準が使われてい

るが，教育現場ではあまり知られていない。実際には単に身体的な不器用さをもつ子どもと

認識されている段階である。是枝は，日本における身体的不器用さを示す子どもの定義につ

いて，身体的にも知能的にも正常範囲で明らかな運動機能の疾患がないのに，運動の協応を

必要とする行為が暦年齢に比べて著しく低く，学習や日常生活の諸活動に著しい支障をきた

すというものであると述べている 2)。 
そこで本研究では，身体的不器用さの定義を身体全体の協調運動や手指の巧緻性を有する

運動の習得や遂行に困難さを感じている人とした。 
この身体的不器用さについて，宮崎・小塩・篠原らは，はさみで指定されたところが切れ

ないといった手指の微細運動や，スキップができないといった粗大運動が困難である状態

であると定義している 3)。他にも奥田，奥住・平田は，別々の動作を 1 つにまとめる運動

ができない状態と述べている 4-5)。 
身体的不器用さのある子どもたちに対する理解や支援の現状について，中井は，子育て・

保育・教育の現場はもとより，医療・療育現場においても「不器用さ」が「脳機能」のひ

とつである「協調」の「発達障害」であるという理解や認知が非常に低い。その結果，本

人の努力や練習不足，保護者や教育者の指導力のせいなどと思いこんでいることも多く，

いじめや，不適切な養育態度，自尊感情の低下につながってしまっていると指摘している

6)。 
このような身体的に不器用な子どもは，身体的不器用さによる問題とそこから派生する
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集団活動場面での引きこもりや自己概念のゆがみなどの二次的な心理的問題につながる。 
例えば，学習や日常生活の活動に著しい支障をきたす不器用な子どもが存在し，教室内で

孤立状態になっていたとする報告(是枝)や運動面の困難さは周囲に理解されにくく，本人に

はかなりのストレスになっていることで本人の自信喪失や自己効力感の低下につながり周囲

との関係性が悪化したとする報告 7)も散見される。 
この不器用さの指導について，七木田は早期に適切な指導を受けることによって不器用さ

を低減または消失させることができると述べている 8)。また，松原も，不器用さをもつ子ど

もの二次的な問題を指摘し，早期発見・早期支援が重要であると述べている。そのためには，

身体的不器用さをスクリーニングする作業が必要となるが，その点について七木田や松原は

身体的不器用さを早期に発見するスクリーニングシートの開発が重要であるとも述べている。 
しかし，現在の日本では，教師が子どもの困難さを見つけるスクリーニングシートに関す

る研究は，是枝・永松・安藤らの開発した Clumsy Children Screening Test(以下，CCST)
の研究 9)しか確認できないほど少ないのが現状である。 

現在学校現場で使用されている中学生を対象とした身体的不器用さをスクリーニングする

シートは， CCST(教師使用)， Developmental Coordination Disorder Questionnaire(以下，

DCDQ)(教師や保護者使用)，Motor Observation Questionnaire for Teachers (以下，

MOQ-T)( 教師使用 ), The Adult Developmental Coordination  Disorders/Dyspraxia 
Checklist (以下，ADC)(成人本人使用)の 4 種類のみであり，CCST 以外の 3 種類は，翻訳版

である。詳細を表１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成人

検査法

質問紙

質問紙

質問紙

対象年齢

5歳から14.6歳

2
Motor Observation
Questionnaire for
Teachers (MOQ-T)

Schoemaker M.M.,
Flapper, B.C., Reinders-
Messelink, H.A., Kloet,
A.D.

3

Adult Developmental
Coodination
Disorders/Dyspraxia
Checklist；ADC）

Kirby, A., Edwards, L.,
Sugden, D., Rosenblum,
S.

1
The Developmental
Coordination Disorder
Questionnaire(DCDQ)

Wilson, B.N., Kaplan, B.J.,
Crawford, S.G., Campbell,
A.,& Dewey, D.

2000

DCDQは質問紙であり，項目数も少なく，評価の内容も
生活に関係したものとなっており，M-ABCなど他の検査
との相関性が高いことから，米国ではよく使用されてい
る検査バッテリーであり,身体的不器用さを持つ子どもの
困難さを測定する唯一の物である。

表　1　国内外のスクリーニングシート一覧

スクリーニングテスト名 開発者 開発年 テストの概要 課題検査者

11カ国以上で翻訳版が作成されて
いるが，それぞれの国の生活習慣
や文化を加味したものになっていな
い。項目に日本に学校現場では該
当しないものもある。

12カ国以上で翻訳版が作成されて
いるが，それぞれの国の生活習慣
や文化を加味したものになっていな
い。項目に日本に学校現場では該
当しないものもある。

10カ国以上で翻訳版が作成されて
いるが，それぞれの国の生活習慣
や文化を加味したものになっていな
い。項目に日本に学校現場では該
当しないものもある。

保育士・教師

増田貴人/Nakai,A 2008/2011

3歳から5歳 質問紙

2008
MOQ-Tは保育士・教師用として開発された質問紙であ
る。DCDQと同様に不器用さを持つ子どもの困難さを保
育士・教師の視点で把握するDCDQの改良版である。

2010

成人発達障害協調障害チェックリスト（ ADC ）は、成人
が発達協調障害（ DCD ）で経験する困難を特定するた
めに特別に開発された最初のスクリーニングツールであ
る。

本人

教師

保育士・
教師

3歳から5歳

4 DCDQ(日本語訳版）

生活習慣も文化も異なる外国の質
問紙を翻訳したものであり，日本の
生活習慣や文化を考慮した質問項
目になっていない可能性がある。

中井昭夫・川谷正男・三
橋美典・吉澤正尹・
Schoemaker，M.M.

2011

国際発達協調運動障害研究会によるガイドラインにおい
て，DCD児をスクリーニングするための最もエビデンスの
あるアセスメントツールである。中井らによって翻訳され
た。

オランダのグローニンゲン大学との国際共同研究を行
い，日本語版を作成した。

5歳から14.6歳 質問紙 教師

生活習慣も文化も異なる外国の質
問紙を翻訳したものであり，日本の
生活習慣や文化を考慮した質問項
目になっていない可能性がある。

6 是枝喜代治・永松裕希・
安藤正紀・小林芳文

1997
LD児のためのスクリーニングテストCCST(Clumsy Child
Screening Test)を参考に作成された。

5 MOQ-T（日本語版）

小学生低学年 質問紙
教師・保
護者

Clumsy Children スク
リーニングテスト
（CCST）

対象年齢が小学校低学年と限定さ
れており活用範囲が狭いこと，項目
に対する評価の基準を含めた細か
な評定マニュアルが曖昧であること
など課題が多い。

成人
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質問紙
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1
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DCDQは質問紙であり，項目数も少なく，評価の内容も
生活に関係したものとなっており，M-ABCなど他の検査
との相関性が高いことから，米国ではよく使用されてい
る検査バッテリーであり,身体的不器用さを持つ子どもの
困難さを測定する唯一の物である。

表　1　国内外のスクリーニングシート一覧

スクリーニングテスト名 開発者 開発年 テストの概要 課題検査者

11カ国以上で翻訳版が作成されて
いるが，それぞれの国の生活習慣
や文化を加味したものになっていな
い。項目に日本に学校現場では該
当しないものもある。

12カ国以上で翻訳版が作成されて
いるが，それぞれの国の生活習慣
や文化を加味したものになっていな
い。項目に日本に学校現場では該
当しないものもある。

10カ国以上で翻訳版が作成されて
いるが，それぞれの国の生活習慣
や文化を加味したものになっていな
い。項目に日本に学校現場では該
当しないものもある。

保育士・教師
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3歳から5歳 質問紙

2008
MOQ-Tは保育士・教師用として開発された質問紙であ
る。DCDQと同様に不器用さを持つ子どもの困難さを保
育士・教師の視点で把握するDCDQの改良版である。

2010

成人発達障害協調障害チェックリスト（ ADC ）は、成人
が発達協調障害（ DCD ）で経験する困難を特定するた
めに特別に開発された最初のスクリーニングツールであ
る。
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問紙を翻訳したものであり，日本の
生活習慣や文化を考慮した質問項
目になっていない可能性がある。

中井昭夫・川谷正男・三
橋美典・吉澤正尹・
Schoemaker，M.M.

2011

国際発達協調運動障害研究会によるガイドラインにおい
て，DCD児をスクリーニングするための最もエビデンスの
あるアセスメントツールである。中井らによって翻訳され
た。
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い，日本語版を作成した。
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目になっていない可能性がある。

6 是枝喜代治・永松裕希・
安藤正紀・小林芳文

1997
LD児のためのスクリーニングテストCCST(Clumsy Child
Screening Test)を参考に作成された。

5 MOQ-T（日本語版）

小学生低学年 質問紙
教師・保
護者

Clumsy Children スク
リーニングテスト
（CCST）

対象年齢が小学校低学年と限定さ
れており活用範囲が狭いこと，項目
に対する評価の基準を含めた細か
な評定マニュアルが曖昧であること
など課題が多い。

 



 DOI: https://doi.org/10.20744/trr.10.0_19 
Total Rehabilitation Research, VOL.10 19-31 

 

 
21 

 
まず，日本で開発された CCST は，LD 児のスクリーニングシートを転用したもので，対

象年齢も小学校低学年であり，本研究では，中学生を対象としているため適用が困難である

と考えられる。 
次に，上述の 3 つの翻訳版にも，いくつかの課題がある。３つの翻訳版に共通することは，

日本の生活習慣や文化などを加味したものになっていないことがあげられる。次にそれぞれ

の課題を整理する。第 1 に，DCDQ は中学生にも適用が可能であるが，保護者や養育者が子

どもの家庭での活動場面を評価する質問が多く，日本の学校生活場面を考えた場合や観点が

十分であるとは言えないと考えられる。第 2 に，MOQ-T は対象年齢が幼児用であることか

ら，中学生を対象としていない。第 3 に，ADC は大人向けの質問紙であるため中学生を対象

としていない。 
以上のことから中学校の現場で使用するスクリーニングシートとしては不適切な項目も複

数あることなどから，現在の国内で使用されているスクリーニングシートでは，中学生の身

体的不器用さを測定することが必ずしも最適とは言えず改善の余地があると考える。また，

これまでのスクリーニングシートは大人の観点で記入されており，これから開発していこう

とするスクリーニングシートは子どもの観点で自分の困り感を測定することできるため，直

接支援に役立てることができると考える。 
このような問題意識から，本研究では，身体的不器用さのある子どもを把握するため，中

学校の現場で使用できる生徒用スクリーニングシートを作成することを目的とした。つまり

日本では身体的不器用さ尺度が開発されていないので，日本版を作成することを目的とした。

具体的には，研究 1 では，質問項目の抽出を行った。研究 2 では，研究 1 で抽出したデータ

を用いて予備調査を実施し，探索的因子分析を行い，身体的不器用さ尺度の因子構造を検討

した。研究 3 では，研究 2 で得られたデータを使って，本調査を行い，下位尺度の弁別力や

内的整合性などの信頼性の検討，因子構造モデルの適合度の検討，さらに運動有能感尺度 10)

とスポーツ・コミットメント尺度 11,12)を用いて，本尺度との基準関連妥当性を検討した。 
 

Ⅱ．研究１ 問題項目の抽出 
 
1. 目的 
 身体的不器用さを測定するための項目を収集することであった。 
2. 方法 
1) 調査対象 
 A 中学校の教師 57 名を対象とした。平均年齢は，23 歳から 56 歳まで 36 歳であった。 
2) 実施日 
 20XX 年 10 月から 11 月に実施した。 
3) 調査内容 
 中学校の教師の視点で子どもたちが困っている場面を抽出するために「身体的に不器用な

生徒の様子について具体的にその例を書いてください。」という教示のもと，アンケート調査

を実施した。 
4)  倫理的配慮 
 調査前に口頭及び文書で教職員に調査の目的，回答の任意性，個人情報の非特定，そして
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調査目的のみにデータを用いることを説明し，プライバシー保護に努めることを伝えた上で，

調査協力を依頼した。回収は，職員室に設置した封筒の中に各自で提出してもらった。また，

この調査について，学校長の承認のもとに実施した。 
3. 結果と考察 
 11 月下旬にアンケートを回収した(提出者 55 名；回収率 96.5%)。回答の分類に当たって

は，生徒指導主事(教育カウンセラー)，特別支援教育コーディネーター(特別支援教育士)，ス

クールカウンセラー(臨床心理士)，養護教諭，教育相談主事(ガイダンスカウンセラー)，学年

主任， 教育学を専門とする大学教員計７名でおこなった。主な回答としては，「物にぶつか

ったり引っかかったりしない。」「靴ひもを上手に結ぶことができる。」「ボタンの止め外しが

できる。」があり合計 88 項目が得られた。KJ 法を用いて，類似の項目などを整理し 74 項目

が得られた。最後に質問項目の内容が，日本の文化や習慣に適した項目になっているか，生

徒の身体的不器用さを測定する上で妥当か，抽象的な表現になり意味がわかりづらくなって

いないか 7 名の参加者で意見交流しながら項目の内容を検討し，表現を修正した。 
 これらの結果から，現場の教師の生徒の困難さを見極める視点が重要かつ適確であったこ

とが考えられる。 
 

Ⅲ. 研究 2 予備調査 
 

1. 目的 
 中学生の身体的不器用さの本調査の質問紙を作成することであった。 
2. 方法 
1) 調査対象 
 大学生 86 名，A 中学校教師 71 名，計 157 名を対象とした。有効回答は 153 名(大学生 84
名，A 中学校教師 69 名，回収率 97.5％)で，平均年齢は，中学校教師 36 歳±1.75，大学生

21 歳±1.59 であった。中学生の生活状況や困り感を一番把握しているのが現場の教師である

と考え教師を調査対象とした。また，予備調査の段階で配慮したことは，年齢には関係なく

中学生をよく知っている教師や平素から学習サポートをしてもらっている大学生を対象とし

たこと，質問項目が 74 項目あることで予備調査で因子分析をおこなうために最低必要なサ

ンプル数を得るため中学校教師と大学生に協力を依頼した。 
2) 実施日 
 20XX 年 12 月上旬に実施した。 
3) 調査内容 
 研究 1 で作成した中学生を対象とした身体的不器用さ尺度を大学生と中学校教師に実施し

た。大学生に対する調査は，教職課程の講義の一部を使って実施し，講義終了後に回収した。

また，中学校教師に対する調査は，職員朝会で依頼し，机上に配布，放課後までに職員室に

設置された回収箱に提出してもらった。なお，調査対象者には，中学生を対象とした身体的

不器用さに関する自らチェックする質問項目の開発を目的としていることを説明し，中学生

であった時を想起して，「４とてもあてはまる」「３だいたいあてはまる」「２あまりあてはま

らない」「１まったくあてはまらない」の 4 件法で回答するように依頼した。 
4) 倫理的配慮 
 調査前に口頭及び文書で教職員や大学生に調査の目的，回答の任意性，個人情報の非特定，
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そして調査目的のみにデータを用いることを説明し，プライバシー保護に努めることを伝え

た上で，調査協力を依頼した。回収は，大学生は教職課程の講義の中で，提出してもらい，

教職員は，職員室に設置した封筒の中に各自で提出してもらった。また，この調査について，

教職課程担当教授並びに学校長の承認のもとに実施した。 
3. 結果と考察  
 尺度の因子構造を検討する前に，回収されたデータ 74 項目を用いて，予備的な分析をお

こなった。予備尺度それぞれの平均値と標準偏差を算出し，天井効果及びフロア効果の見ら

れた 8 項目を以降の分析から除外した。残った 66 項目を対象に，探索的因子分析(主因子法・

プロマックス回転)を行った。その結果，スクリープロットと意味のまとまりの良さから 4 因

子 61 項目で採用しうる値が得られた。この 61 項目を専門性に偏りが無いように，前回と同

じメンバーで，研究 1 で行った作業と同じ確認作業を行い，質問項目の内容が，生徒の身体

的不器用さを測定する上で，妥当か，抽象的な表現になり意味がわかりづらくなっていない

かなどについて再度検討した。その結果 58 項目を本調査の項目として採用した。 
これらの結果から，作成された予備尺度を中学生の身体的不器用さ尺度とした。それは，4

因子で構成されることが示唆された。中学校教師のアンケートから作成された質問項目は中

学生の身体的不器用さをスクリーニングできる妥当なものと考えられた。 
 

Ⅳ.研究 3 本調査 
 
1. 目的 
 学校生活場面で自らの身体的不器用さからくる困難さを把握するため， 生徒自らがチェッ

クする中学生の身体的不器用さ尺度を作成することであった。 
2. 方法 
1) 実施日 
 20XX+1 年 1 月下旬から 2 月中旬に 1 回目の調査を実施した。さらに 20XX＋１年 3 月上

旬に再検査信頼性を検討するために 2 回目の質問紙調査を行った。 
2) 調査対象 
 中学校１・2 年生 692 名(1 年生；349 名，男子 165 名，女子 184 名：2 年生；343 名，男

子 165 名，女子 178 名)を調査対象とした。平均年齢は 13.54 歳±1.45 であった。 
3)  手続き及び倫理的配慮 
 A 中学校の１・2 年生 692 名を対象に質問紙調査を実施した。調査は，全校一斉に学級活

動の時間を活用して実施された。その際，各学級担任が「自分の身体を思い出してみよう」

というタイトルで質問紙を配布し，フェイスシートに調査協力については，本人の任意であ

ること，個人の回答内容が中学校関係者を含む第三者に知られることや研究の目的以外には

使われることがないこと，質問内容に不快感を覚えたり，回答への抵抗感を感じたりした場

合は，途中であっても回答を中止してよいことを，質問紙に明記した。調査は個人が特定さ

れないように無記名で行った。また，調査後に得られた結果は，学校管理職に対しては報告

書を作成し，補足説明を行った。またその他の教師全員にも職員会の研修時間を使い，報告

書を用いて説明した。2 回目の質問紙調査の際も同様の手順で行った。 
4) 調査内容 
(1)  身体的不器用さ尺度 58 項目を使用した。回答形式には， 「４とてもあてはまる」「３
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だいたいあてはまる」「２あまりあてはまらない」「１まったくあてはまらない」の 4 件法で

回答するように依頼した。なおフェイスシートには，生徒の属性について，所属学年(１・２)，
性別(男・女)，調査日を記入してもらった。 
(2)  外的基準 3 尺度 16 項目を使用した。具体的には，自己の運動能力，運動技能に対する

肯定的認知を測定する運動有能感尺度の運動有能感因子，自己の努力や練習によって運動を

どの程度コントロールできると認知しているかを測定する運動有能感尺度の運動統制感因子，

スポーツ競技者に関するスポーツへの実施・継続行為傾向と意識を測定するスポーツ・コミ

ットメント尺度を使った。 
身体的不器用さのある生徒は，学校や家庭での運動遂行場面において，たびたび，つまずき

を経験していることが予想されるため，運動遂行に関する有能感は低いと考えられる。また，

運動を遂行しても上手にできないため，運動やスポーツに対する関与の程度も低いと考えら

れる。これらの理由から，上記の３つの尺度を外的基準に用いた。 
外的基準に関する項目は，運動有能感尺度とスポーツ・コミットメント尺度を用いた。運動

有能感尺度は，3 因子から構成されるが，第 3 因子の受容感については本研究との関係性が

薄いと考えたため除外した。スポーツ・コミットメント尺度は，1 因子から構成される。な

お外的基準の選択肢は 5 件法であったが，生徒の回答のしやすさを検討し，5 件法を 4 件法

にして実施した。 
3. 結果と考察 
1) 有効回答 
 回答数 692 名の内，欠損値や同じ数値だけを選んでいた生徒 6 名(男子 4 名，女子 2 名)を
除いた 686 名を分析対象とした。有効回答率は 99.1%であった(回収率 100%)。初回調査に

参加していた生徒を対象とした。2 回目の回答数 692 名の内 1 回目と同様の問題が見られた

9 名(男子 5 名，女子 4 名)を除いた 683 名を分析対象とした。有効回答率は，98.7%であった

(回収率 100%)。 
2) 尺度の因子構造 
 尺度の因子構造を検討する前に本調査のデータを用いて分析を行った。本尺度 58 項目そ

れぞれの平均値と標準偏差を算出し，天井効果およびフロア効果がみられた 5 項目を以降の

分析から除外した。 
残った 53 項目を対象に，主因子法による探索的因子分析を行った結果， スクリープロッ

トと意味のまとまりの良さから 4 因子が妥当と判断された。因子的妥当性を確認するために，

因子負荷量がすべての因子で.35 未満，もしくは複数の因子に.35 以上あった 12 項目は除外

し，主因子法・プロマックス回転による因子分析を行った。その結果，4 因子 41 項目で採用

し得る値が得られた。さらに，下位尺度を構成する項目数のばらつきをなくし，かつ生徒が

負担なく簡便に実施可能な項目数にするという方針から，因子負荷量の高い項目を 5 項目ず

つ選出し，再度因子分析(主因子法・プロマックス回転)を行った結果，4 因子 19 項目で採用

し得る値が得られた。因子名については，各因子を構成する因子負荷量の高い項目をもとに

命名した(表 2)。 
第 1 因子は，「キャッチボールが上手にできる。」「思ったところにボールを投げることがで

きる。」などボールをコントロールする運動に関わる項目に高い因子負荷量を示していたこと

から，「ボールスキル」因子と命名した。ボールスキルは，手足の微細な協調運動を必要とし

ている 13)との指摘を踏まえ身体的不器用さを自己評定する上での指標と考えられる。 
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第 2 因子は，「指定された範囲に色を塗ることができる。」「折り紙作業が上手にできる。」

など手先を使った細かい運動に関わる項目に高い因子負荷量を示していたことから，「微細運

動」因子と命名した。手先を使った微細運動は，身体的不器用さの自己評定する上での指標

と考えられる。 
第 3 因子は，「ストローで牛乳を上手に飲むことができる。」「手洗い場で水を散らさずに手

を洗うことができる。」など身体全般の協調運動に関わる項目に高い因子負荷量を示していた

ことから，「全般的協応性」因子と命名した。身体全般の協調運動は身体的不器用さを自己評

定する上での指標と考えられる。 
第 4 因子は，「歩くとき同じ側の手足が同時に出るときがある。」「ものにぶつかったり，引

っかかったりすることがある。」など全身のバランスに関わる項目に高い因子負荷量を示して

いたことから，「身体感覚不全運動能力」因子と命名した。全身のバランス運動は，身体的不

器用さを自己評定する上での指標と考えられる。 
各下位尺度を構成する項目数は，第 1 因子=4，第 2 因子=6，第 3 因子=4，第 4 因子＝5 であ

った。 

 

 
以上の結果から，本尺度は身体的不器用さを「ボールスキル」「微細運動」「全般的協応性」

「身体感覚不全運動能力」の 4 つの因子によって測定することができる尺度と考えられる。

下位尺度得点は，得点が低いほど当該因子に困難さを感じている状態であることを示すよう

に逆転項目の処理を行い，各因子を構成する項目の合計を項目で除して算出した。下位尺度
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間の関連については，すべての下位尺度間に有意な相関関係が認められた(表 3)。 

 

 
 
3) 下位尺度の弁別力や内定整合性 
 以下では，本尺度の内的整合性や弁別力及び再検査信頼性を検討した。 

まず，各下位尺度の内的整合性を検討するために，本調査のデータを用いて Cronbach の

α係数を算出した。すべての下位尺度において.69～.81 であった。結果，一部低い数値もあ

るが，内的整合性は概ね信頼できる数値が示された(表 2)。 
次に，項目の弁別力を検討するため，すべての下位尺度得点ごとに，ボールスキル：上位

306 名(30%)，微細運動：上位 288 名(30%)，全般的協応性：上位 291 名(30%)，身体感覚不

全運動能力：上位 285 名(30%)を上位群に，ボールスキル：下位 306 名(30%)，微細運動：下

位 288 名(30%)，全般的協応性：下位 291 名(30%)，身体感覚不全運動能力：下位 285 名(30%)
を下位群として G-P 分析を行った。t 検定の結果，すべての項目において危険率 1％水準で

有意差が検出され，十分な弁別力があることが示された。さらに，信頼性を検討するために

再検査法を実施した。具体的には，1 回目と 2 回目のデータを用いて測定値の Pearson の相

関係数である再検査信頼性係数を算出した。その結果，再検査信頼性係数は全ての下位尺度

において，.55～.72 と概ね安定した値が得られ，再検査信頼性が確認できた。 
下位尺度の弁別力や内定整合性の結果から，本尺度は中学生の身体的不器用さを測定する

うえで，十分な弁別力や内的整合性，再検査信頼性を有しており， 子どもの身体的不器用さ

を測定できる信頼性の高い尺度であるといえるだろう。 
4)  基準関連妥当性の検討 
 運動有能感尺度のうち運動有能感因子・運動統制感因子，スポーツ・コミットメント尺度

を用いて，中学生の身体的不器用さ尺度の基準関連妥当性(併存的妥当性)を検討した。   
運動有能感尺度やスポーツ・コミットメント尺度は，数値が高く表れる人ほど，運動に対

する自己肯定感や自己評価が高くなることが指摘されている。本尺度との関連性を考慮する

と，身体的不器用さのある生徒ほど自己評価が低くなり，それによって自己肯定感が低くな

ると推測される。しかし，学校生活では，運動だけが重要ではなく，それ以外にも学習や集

団生活も重要だと考えられることから，本尺度の下位尺度と運動有能感尺度との間には中程

度の負の相関が予想される。また，スポーツ・コミットメント尺度間にも同様に中程度の負

の相関が予想される。 
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具体的には身体的不器用さ尺度の 4 下位尺度と運動有能感尺度のうち運動有能感因子・運

動統制感因子，スポーツ・コミットメント尺度との関連を検討するため，Pearson の相関係

数を算出した。その結果を表 4 に示した。その結果， 身体的不器用さ尺度のボールスキル因

子と運動有能感尺度(有能感)・運動有能感尺度(統制感)・スポーツ・コミットメント尺度との

間に-.41～-.52 の値が得られ，中程度の相関が認められた。また同様に微細運動因子と運動

有能感尺度(有能感)・運動有能感尺度(統制感)・スポーツ・コミットメント尺度との間に-.32
～-.35 の値が得られ，低い相関が認められた。全般的協応性因子と運動有能感尺度(有能感)・
運動有能感尺度(統制感)・スポーツ・コミットメント尺度との間に-.33～-.44 の値が得られ，

低い相関から中程度の相関が認められた。身体感覚不全運動能力因子と運動有能感尺度(有能

感)・運動有能感尺度(統制感)・スポーツ・コミットメント尺度との間に-.33～-.42 の値が得

られ，低い相関から中程度の相関が認められた。 

 
 
 
5)  因子構造モデル適合度の検討 
 尺度の構成概念妥当性を確認するため，検証的因子分析を実施した。図１に示すように 4
つの因子がそれぞれ該当する項目が影響を受け，すべての因子間に共分散構造を仮定したモ

デルで分析した。RMSEAの数値に多少課題もあり，高いモデル適合度とはならなかった(GFI
＝.925，AGFI=.902，RMSEA=.063)。結果として，本尺度は 4 因子解 19 項目が適切な因子

構造であると判断した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

*p<.05　　**p<.01

スポーツ・コミットメント尺度 -.41** -.32** -.35** -.36**

表　4　因子得点と運動有能感尺度（運動有能感因子・運動統制感因子）・スポーツ・コミットメント尺度との相関係数

ボールスキル得点 微細運動得点 全般的協応性得点 身体感覚不全運動能力得点

運動有能感尺度（運動有能感因子）

運動有能感尺度（運動統制感因子）

-.47** -.32** -.33* -.42**

-.52** -.35** -.44** -.33**

*p<.05　　**p<.01

スポーツ・コミットメント尺度 -.41** -.32** -.35** -.36**

表　4　因子得点と運動有能感尺度（運動有能感因子・運動統制感因子）・スポーツ・コミットメント尺度との相関係数

ボールスキル得点 微細運動得点 全般的協応性得点 身体感覚不全運動能力得点

運動有能感尺度（運動有能感因子）

運動有能感尺度（運動統制感因子）

-.47** -.32** -.33* -.42**

-.52** -.35** -.44** -.33**
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Ⅴ. 総合考察 

 
 本研究は，身体的不器用さのある子どもを把握するため，中学校の現場で使用できるスク

リーニングシートを作成することを目的とした。手続きとしては，①質問項目の抽出，②因

子構造の解明，③信頼性・妥当性の検討，④基準関連妥当性の検討，⑤因子構造モデルの適

合度の検討を行った。 
1. 質問項目の抽出の検討 
 本研究では，DCDQ などの翻訳版を用いず，中学校の現場の教師へ不器用さについてのア

ンケートを行い質問項目は手続きをふまえて抽出された。外国の尺度には，日本の生活習慣

や文化などに適応していない質問項目が複数あること，現場の教師にしか確認できない生徒

の授業や休憩時間，部活動中の困難さを把握することができないと考えられた。教師へのア

ンケートの重要性について，前田・西村は，現職教員が考える資質・能力として，姿勢・態

度から，「コミュニケーション能力」，「言語力」，「問題解決能力」，「思考・判断・表現力」，

「情報活用能力」，技能の視点から，「共生」，「異文化に関する興味・関心」，「たくましさ」，

「相手意識」，「貢献」などを示している 14)。すなわち現職教員の姿勢・態度・技能の視点で

多種多様な研修を受け，それを基にした実戦経験の蓄積があってこそ，生徒の多様な生活面

を把握することができると推察でき，このような現場の教師へのアンケートは十分有効だと

考えられる。 
2.  身体的不器用さ尺度の因子構造の検討 
 本研究では，中学生の身体的不器用さを評定する尺度として，「ボールスキル」「微細運動」

「全般的協応性」「身体感覚不全運動能力」の 4 因子が抽出された。 
海外では一般的な尺度である DCDQ は，「動作における身体統制」「微細運動」「全般的協

応性」の 3 因子構造である 15)が，本研究では 4 因子構造となった。DCDQ の「微細運動」

因子(手先を使った細かい運動に関わる項目)と「全般的協応性」因子(身体全般の協調運動に

関わる項目)は，類似した質問項目となっていたが，「動作における身体統制」因子は，本研

究では「ボールスキル」と「身体感覚不全運動能力」と２つに分かれた。このことは，日本

の文化や生活習慣や生活環境など外国とは異なることから，新たな因子が抽出されたものと

考えられる。つまり，日本では，教師がボールスキルなどは，幼少期の遊びの中で友人関係

を構築する 1 つの手段であり，中学校においては，体育の授業の中で評定の範疇に組み込ま

れていることから，重要なスキルだと考えたのではないかと推察できる。このボールスキル

の重要性について，増田は，身体的不器用さの可能性がある幼児に関する研究で，幼少期か

らの目と手の協応性及び的当てなどのボールを使った遊びの重要性を指摘している 16)。外国

では，身体経験が知覚や認識の基礎を形成するとの考え方もある 17が，日本的なボール遊び

は重要視してこなかった。一方外国の体育の授業について，佐藤・高橋・岡出らは，体育の

授業内容についてバスケットやフットボールなどボールゲームなど体育の授業で実施されて

いるが，基本的なボールスキルを獲得する内容は授業の中に組み込まれていないこと，放課

後の活動の中でボールゲームを選択し，そのスキルの獲得を重要視している子ども以外はボ

ールゲームを選択していないことを指摘している 18)。つまりボールスキルが不得手だったと

ころで不器用だとは考えず，生活に不自由さを感じていないことから，この因子が抽出され

なかったものと考えられる。 
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3. 信頼性・妥当性の検討 
 本尺度は，予備調査で探索的に因子分析を行い項目を精選した上で，再度，本調査で探索

的因子分析をおこなって尺度を作成した。その結果，一部低い数値があったが，概ね妥当な

値が得られ，内的整合性が認められた。 
 また，本尺度の弁別力について，G-P 分析を用いて検討した結果，項目の弁別力は十分で

あった。最後に再検検査信頼性も十分であった。すなわち，教師や大学生へのアンケートか

ら得られた項目の内容が身体的に不器用な生徒をスクリーニングする的確な項目になってい

ることが示された。 
妥当性の結果から，想定通りの結果が得られた。つまり，運動有能感とスポーツ・コミッ

トメント 2 つの因子は，体育の授業の実技の際必要とされる能力であるが，球技とマット運

動など授業の内容によって運動有能感やスポーツ・コミットメントにネガティブな反応を示

すときと全く示さないときが存在することから，低い相関から中程度の相関になったと推察

される。また，他の実技教科においても，体育と同様に授業内容で要求されるスキルは様々

であることも 1 つの要因であるといえるのではなかろうか。さらに，小学校から中学校にか

けて，運動や実技教科における興味関心を持たせる指導が重要という指摘もある 19)。つまり

小学生の時に体育の授業やスポーツ体験を十分させていれば，中学生になった時の運動に対

する興味や意欲は維持されるため，教師の支援や指導力は重要な要因だと考える。 
4.  身体的不器用さ尺度の意義についてと今後の課題 
 本尺度の意義は，生徒の困難さを一番身近に感じ取っているのは現場の教師であると考え，

観察に基づいた教師対象のアンケート調査を実施した。本尺度の質問項目の作成の際には，

手順を踏んで質問紙を作成した。つまり一定の信頼性・妥当性が確認できた尺度といえ，中

学生自身が回答することで子どもの困り感を測定することができ，具体的な支援策を検討す

る際に役立てることが可能と考える。一方で今後の課題は，本尺度で中学生の身体的不器用

さをスクリーニングすることができるかといった点である。中学校の教師からのアンケート

を基に質問項目が作成されているが，測りたいものが図れているのか実際の現場で活用しな

がら，修正していくことも重要となるだろう。 
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ABSTRACT 

The purpose of this study was to prototype a scale for grasping clumsiness of junior 
high school students and to examine its reliability and validity. First, a questionnaire 
was conducted for teachers to extract question items, and then a questionnaire was 
created by following the steps when creating question items for this scale. After that, we 
conducted this survey on clumsiness among 692 first and second graders (1st grade; 349, 
165 boys, 184 girls: 2nd grade; 343, 165 boys, 178 girls) enrolled in A junior high school. 

As a result, a clumsiness scale consisting of 19 items of 4 factors of "ball skill", "fine 
movement", "general coordination", and " Physical sensory insufficiency motor ability " 
was constructed. This scale showed a constant α coefficient and retest reliability 
coefficient, and generally sufficient internal consistency was confirmed. In addition, 
among the exercise competence scales, the exercise competence / exercise control feeling 
and the sports commitment scale were used to examine the criteria-related validity of 
clumsiness scale, and it was confirmed that they had a certain validity. We examined the 
prospects for future research using the last developed scale. It is expected that the use of 
this scale at school sites in the future will help students with physical awkwardness to 
understand their feelings of trouble and provide specific support. 
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ABSTRACT 

The recent increase in Japan’s employment rate compels improvements in the 
knowledge and skills of support workers to ensure smooth transitions to corporate 
employment for persons with disabilities. The study aimed to clarify the degree of 
self-perceived knowledge and skills of employees at work support centres for persons 
with disabilities. The Japanese version of the Self-Assessment for Students or 
Counsellors (SASC-J) comprising 80 items was distributed among 328 support workers 
in Japan. The results show that knowledge and skills related to the subsystems of 
employment and placement, useful for transitioning to corporate employment, were low 
among participants. Professional training opportunities for vocational rehabilitation 
must be enhanced to build more stable knowledge and skills for work supporters at such 
sheltered workshop centres in Japan. 
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Ⅰ. Introduction 
 

In recent years, the number of job listings and the employment level for persons with 
disabilities in Japan has been increasing significantly1). Against this backdrop, there are 
growing opportunities for persons with disabilities to transition from 
employment-related welfare services to direct employment in companies. According to 
the Act for the Comprehensive Support of Persons with Disabilities, Work Support 
Centers for Continuous Employment is a way to offer employment-related welfare 
support to persons with disabilities in Japan. This framework offers employment and 
production opportunities to those who cannot be hired through competitive employment. 
To this end, there are initiatives for training to improve their knowledge and skills. 

Japan has implemented an employment quota system for persons with disabilities. 
According to a survey conducted by the Ministry of Health, Labour and Welfare1), in 
Japan, the legally mandated employment rate has been increasing every year; in fact, 
this rate reached an all-time high in the 2020 survey1). To further promote social 
participation, it is necessary to support the smooth transition of persons with disabilities 
from educational institutions and welfare services to the workforce. Working can 
encourage persons with disabilities to participate in social life and to improve their 
quality of life. 

In Japan, there are three welfare services related to vocational rehabilitation: Work 
Transition Support Services (WTSS), Work Support Centers for Continuous Employment 
Type A (WSC-A), and Work Support Centers for Continuous Employment Type B 
(WSC-B). WTSS provides work support services, such as training in business and job 
skills, clarification of desired jobs, and assistance in job search activities, for up to 2 years 
to persons with disabilities who wish to work in competitive employment scenarios that 
pay more than minimum wage in integrated environments. WSC-A, in addition, provides 
work opportunities based on employment contracts with no upper limit to the period for 
which persons with disabilities who have not achieved competitive employment can avail 
of the services. WSC-B provides training to improve one’s work opportunities with no 
upper limit on the period for which one can avail of the services. This service system of 
vocational rehabilitation in Japan is explained in detail by Boeltzig-Brown2). 

As there is no upper limit to the period of WSC-B use, service consumers tend to stay 
there with less hope of moving on to competitive employment. In fact, a survey by the 
Ministry of Health, Labour and Welfare found that while the percentage of welfare 
service users working for companies has increased, many centres with no records of users 
transitioning to the companies in the first place, reflecting a disparity among centres3). In 
recent years, WSC-B has been required not only to provide a place for sheltered 
employment, but also to provide support for the transition to competitive employment4-5). 
Therefore, knowledge of the characteristics of the client's disability, assessment of the 
environmental aspects necessary for support, collaboration with medical and other 
welfare institutions, and enhancement of the training programs offered are necessary6). 
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In order to serve as a step toward this transition to competitive employment, supporters 
in WSC-B need to develop their expertise related to vocational rehabilitation. To promote 
the transition of persons with disabilities from educational institutes and welfare 
services to corporate employment in the future, improvements in the knowledge and 
skills of WSC-B supporters are required. In Japan, vocational counsellors (VC) and job 
coaches (JC) for persons with disabilities exist as professional posts in vocational 
rehabilitation. However, many of the supporters enrolled in WSC-B do not have 
professional qualifications in vocational rehabilitation. A few studies reported the lack of 
expertise in vocational rehabilitation of these support workers and the need for systemic 
improvements to solve this problem7-8). 

Yaeda, Kundu, and Nishimura9) investigated the knowledge and skills of job coaches in 
Japan7). They pointed out that job coaches in Japan do not have sufficient knowledge and 
skills related to social work compared to job placement. Moreover, there is a need for a 
system that can provide further systematic education and training. If JCs had adequate 
knowledge and skills in vocational rehabilitation, more persons with disabilities could 
transition from the work activity centres to competitive employment, or at least to the 
WTSS or WSC-A, as a subsequent step. 

This study determines the extent of the knowledge and skills related to vocational 
rehabilitation possessed by Japanese WSC-B managers who provide work support and 
manage the facility. Further, it identifies the difference between the knowledge and skills 
possessed by these managers and the Japanese job coaches using previous studies. In 
addition, the quality of the knowledge and skills that the managers possess is clarified, 
which will, in turn, outlines the nature of the knowledge and skills that need to be 
acquired in the future and the collaboration that will facilitate it. This study is based on 
the hypothesis that the current managers of WSC-B in Japan do not possess sufficient 
knowledge and skills in vocational rehabilitation. It helps to determine whether the 
knowledge and skills of support workers have improved with the development of work 
support efforts for persons with disabilities in Japan. 
 

Ⅱ. Method 
 
1.Participants 

The sample consisted of managers at 122 WSC-B in L Prefecture and 206 WSC-B in M 
Prefecture as of April 2020. A self-addressed stamped envelope for the managers was 
mailed to 328 WSC-B. The return response rate was 50.8% in L Prefecture and 29.1% in 
M Prefecture. The overall return response rate for the survey was 37.2%, which provided 
data that captured the trend of WSC-B in rural areas. 

 
2.Survey items 

The Japanese version of the Self-Assessment for Students or Counsellors (SASC-J), 
which has 80 items, was used to assess the self-perceived knowledge and skills of the 
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managers at WSC-B. The SASC-J is one of the assessment tools in Systems Approach to 
Placement (SAP) for rehabilitation counselling students and practitioners9). The SASC-J 
was translated into Japanese by Yaeda et al.9) using the back-translation method, and its 
reliability and validity were confirmed through the survey. 

There are eight subsystems in the instrument, namely the Client subsystem (15 items), 
Health subsystem (8 items), Education subsystem (6 items), Family subsystem (5 items), 
Social subsystem (10 items), Employer subsystem (14 items), Placement Personal 
Subsystem (10 items), and Funding subsystem (12 items). The ordinal scale for each item 
of the instrument ranges from 0 to 4, as measured by responses like ‘I have no knowledge 
or skill’, ‘I have minimum knowledge or skill’, ‘I have average knowledge or skill’, ‘I have 
more than average knowledge or skills’, or ‘I have enough knowledge or skill to train 
someone’, respectively. The content of each item was matched appropriately with the 
Japanese social and vocational service delivery system. By calculating the average score 
for each subsystem (the range of the average score is 0 to 4 points), the knowledge and 
skills of the supporters in each subsystem can be clarified. 
 
3.Data analysis 

Descriptive statistics and a t-test were used to answer the research questions. A 
one-sample t-test was conducted between the mean scores of each subsystem and the 
whole of SASC-J and the mean scores of the survey results of Yaeda et al.9). To identify 
the strong and the weak areas of specific knowledge and skills perceived by the managers 
at WSC-B in Japan, the top 10 and bottom 10 mean scores were rank-ordered. The 
results were then compared with the corresponding top and bottom 10 rankings of Yaeda 
et al.9). 
 
4.Ethical Considerations 

The studies involving human participants were reviewed and approved by the 
Research Ethics Screening Committee of Akita University, for research targeting subjects 
in the Tegata region (No. 2-3 on May 22, 2020). Informed consent was obtained from the 
participants through a clear statement on the first page of the questionnaire. Responses 
to the questionnaire were thus considered to constitute consent for research 
participation. 
 

Ⅲ. Results 
 
1. Demographic Variable 

Table 1 shows the ages of the respondents. We asked each WSC-B manager to respond 
to this research and found that more than 50% of the respondents were managers in the 
age group of 40–49 years old. Table 2 shows the qualifications of the participants 
(multiple responses). 
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Table 1. Age distribution of respondents 

Ages（N=120） ％ 

Under 29 years 0 

30－39 years 15.8 

40–49 years 55.0 

50–59 years 27.5 

Over 60 years 1.7 

 
 

Table 2. Respondents’ qualifications 
Qualifications (N=122) Number of 

persons 
% 

Certified Care Worker（CCW） 67 54.9 

Certified Social Worker（CSW） 38 31.1 

Psychiatric Social Worker（PSW） 23 18.9 

Job Coach（JC） 13 10.7 

Occupational Therapist 8 6.6 

Clinical Psychologist/Licensed Psychologists 2 1.6 

Vocational Counsellor for Persons with Disabilities（VC） 0 0.0 

 
 
Based on the qualifications of the respondents, the percentage of those who are 

qualified as certified care workers was higher than the percentage of those who hold 
national qualifications in providing welfare support, such as certified social workers and 
psychiatric social workers. Additionally, few respondents had qualifications related to 
vocational rehabilitation, such as JC and VC. 
 

2. Perceived Knowledge and Skills of Support Workers 
The average scores for each subsystem and the total of SASC-J are shown in Table 3. A 

one-sample t-test was conducted between these mean scores and the mean scores of 
Yaeda et al.9). 
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Table 3. SASC-J scores in WSC-B 

Subsystem Setting MEAN SD t p 

Client (N=118) Type B 2.10 0.68     

 WSC 2.10 0.62 -0.05 
 

  WSA 2.13 0.60 -0.54 
 

Education (N=117) Type B 1.22 0.84      
WSC 1.40 0.81 -2.38 * 

  WSA 1.46 0.81 -3.16 ** 

Health (N=119) Type B 1.87 0.76      
WSC 1.66 0.69 3.00 ** 

  WSA 1.61 0.72 3.72 ** 

Family (N=118) Type B 2.09 0.78     

 WSC 1.96 0.71 1.84 
 

  WSA 1.98 0.82 1.56 
 

Social (N=117) Type B 1.47 0.79     

 WSC 1.42 0.78 0.68 
 

 WSA 1.46 0.80 0.13 
 

Employer (N=116) Type B 1.42 0.88     

 WSC 1.87 0.81 -5.48 ** 

 WSA 2.02 0.81 -7.31 ** 

Placement (N=120) Type B 1.51 0.92     

 WSC 2.20 0.86 -8.13 ** 

 WSA 2.31 0.89 -9.43 ** 

Funding (N=117) Type B 1.72 0.79     

 WSC 1.79 0.68 -0.99 
 

 WSA 1.87 0.66 -2.08 * 

Total (N=103) Type B 1.65 0.69     

 WSC 1.8 0.62 -2.11 * 
 WSA 1.86 0.64 -2.98 ** 
* p< .05 **p< .01 
WSA: Japanese Job Coaches in Work Support Centers 
WSA: Japanese Job Coaches in Work Support Agencies 
SASC-J: The Japanese version of the Self-Assessment for Students or Counsellors 
WSC-B: Work Support Centers for Continuous Employment Type-B 
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Scores on Education, Employment, and Placement subsystems were significantly lower 
than the respective subsystem scores reported by Yaeda et al.9). However, Health 
subsystem scores were significantly higher while the total score was significantly lower 
in this study, than those of Yaeda et al.9). In contrast to the results of Yaeda et al.9), the 
Client (2.10) and Family (2.09) subsystems scored higher than the other subsystems in 
this study. 

To identify the strong and the weak areas of specific knowledge and skills perceived by 
the managers at WSC-B in Japan, the top 10 and the bottom 10 mean scores were 
rank-ordered. These rankings are shown in Tables 4 and 5. 
 

Table 4. The top ten knowledge and skills of managers in WSC-B 

  Subsystem Item Mean SD   Ranking in 
Yaeda et al.9) 

1 Client Teaching basic 
communication skills 

2.50 0.74 ↑ Top No. 8 

2 Client Teaching the use and 
management of local 
transportation 

2.47 0.80 ↑ Top No. 5 

3 Client Teaching interpersonal 
relation skills 

2.45 0.79 ↑ Top No. 10 

4 Family Supporting a client's 
adjustment to the family 

2.44 0.88   Out of 
ranking 

5 Client Teaching independent 
living skills 

2.43 0.75   Out of 
ranking 

6 Client Advising on health 
maintenance 

2.40 0.65   Out of 
ranking 

7 Funding Social Security Disability 
Insurance 
(S.S.D.I.)/Medicare 

2.39 0.96 ↑ Top No. 9 

8 Client Teaching personal 
hygiene 

2.36 0.72   Out of 
ranking 

9 Family Supporting the family's 
adjustment to the person 
with a disability 

2.35 0.84   Out of 
ranking 

10 Client Introducing suitable 
housing (apartment, GH, 
etc.) 

2.31 1.05   Out of 
ranking 
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Table 5. The bottom ten knowledge and skills of managers in WSC-B 

  Subsystem Item Mean SD   Ranking in 
Yaeda et al.9) 

1 Education Referring a client for 
Supported Employment 
training 

0.87 1.03   Out of 
ranking 

2 Education Referring a client to the 
entry process for the OJT 
program 

0.91 0.97   Out of 
ranking 

3 Education Referring a client to 
entry procedures for 
vocational-technical 
training programs 

1.03 1.00   Out of 
ranking 

4 Social Referencing a client with 
religious barriers for 
assistance 

1.07 0.93 ↓ Bottom No. 3 

5 Social Referencing a client with 
cultural / ethnic barriers 
for assistance 

1.07 0.94 → Bottom No. 5 

6 Social Determining religious 
barriers 

1.08 0.93 → Bottom No. 6 

7 Placement Understanding of the 
laws regarding vocational 
rehabilitation and job 
coaching 

1.15 1.07   Out of 
ranking 

8 Employer Conducting the task 
analysis 

1.18 1.05   Out of 
ranking 

9 Employer Providing support for job 
restructuring that fits the 
needs of a client 

1.18 1.08   Out of 
ranking 

10 Health Referring clients for 
orthotic/prosthetic/ 
adaptive technology aid 
evaluation 

1.19 1.03 ↓ Bottom No. 2 

 
 
The top three items were ‘Teaching basic communication skills’, ‘Teaching the use and 

management of local transportation’, and ‘Teaching interpersonal relations skills’ in the 
Client subsystem. All items appeared significantly higher in the rankings compared to 
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the rankings of Yaeda et al.9). The fourth, fifth, sixth, eighth, ninth and tenth ranked 
items in this study did not appear in the ranking by Yaeda et al.9).  

The items that were ranked in the bottom three were ‘Referring a client for the 
Supported Employment training’, ‘Referring a client to the entry process for the OJT 
program’, and ‘Referring a client to entry procedures for vocational technical training 
programs’ in the Education subsystem. None of these items were ranked by Yaeda et al.9). 
 

Ⅳ. Discussion 
 
In SASC-J, the average score of 1.0–2.0 is for ‘I have a minimum level of knowledge or 

skill’. Kundu et al.10) suggested that an average of 0.0–3.0 in any sub-system would mean 
‘you need to read a textbook on placement and/or complete a course in placement’. The 
mean scores in this study were low, suggesting Japanese WSC-B supporter workers have 
less knowledge and skills about vocational rehabilitation. 

WSC-B is an institution that provides vocational task improvement and works training 
for persons with disabilities. Yaeda et al.9) surveyed job coaches, while the participants in 
this study differed. Consequently, as the work areas are different, the knowledge and 
skills would also differ. However, in recent years, WSC-B is no longer in a situation to 
provide work support in a protective environment within the facility; they are now 
required to improve support programs to increase users’ wages and enhance support 
outside the facilities for users’ transition to corporate employment11). The system makes 
it difficult for Japanese vocational rehabilitation professionals to work across its domains. 
Therefore, it would be especially beneficial in this current situation for WSC-B to possess 
the knowledge and skills represented by employment and placement. 

Currently, there are limited opportunities for workers in social services such as WSC-B 
to gain knowledge about vocational rehabilitation. For example, opportunities such as 
training for JC exist in Japan; however, there are issues related to an uneven 
distribution of opportunities in urban areas, as evidenced by the fact that only limited 
people are certified. The local vocational centres for persons with disabilities, which are 
national vocational rehabilitation organisations, are working to disseminate knowledge 
by providing basic training in employment support and opportunities for on-the-job 
training. The local vocational centre for persons with disabilities provides uniform 
services in Japan, which is expected to make this type of support more readily available.  

In sum, this study explored the knowledge and skills of WSC-B support workers 
related to vocational rehabilitation in Japan and the specific strengths and weaknesses 
in these areas perceived by the support workers themselves.  

The possession of SASC-J knowledge and skills was significantly lower in WSC-B 
managers, thus indicating that it is necessary to back WSC-B supporters in acquiring 
knowledge and skills. In particular, while there was support for daily living implemented 
through stable day-care, there was a significant lack of knowledge supporting 
employment and placement. Maebara12) pointed out that the acquisition of knowledge 
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and support techniques related to work support will be further required in response to 
the need to conduct accurate vocational assessments for persons with various disabilities. 
As pointed out by Lee and Lee13), support from the government is necessary to strengthen 
the functions of work support service agencies. Therefore, to improve this situation, it is 
necessary to enhance training services aimed at acquiring knowledge and skills. Matsui 
14) also points out the importance of training supporters involved in vocational 
rehabilitation. However, considering the differences in local social resources, it is 
essential to create a training system and a network that would successfully connect 
existing services. 
 

Ⅴ. Conclusion 
 

In Japan, it is considered necessary to establish a training system that enables 
individuals to accumulate requirements such as experience, knowledge, and skills for 
work support. It is expected that the training opportunities and the scale of the network 
described above will differ between rural and urban areas. Although the survey was 
conducted on managers, it is necessary to consider the influence of years and the content 
of experience when considering transfers within the organization. 

Future research will include an investigation of differences in knowledge and skill 
possession using population size and other mediating variables, as well as a survey that 
considers respondents’ years of experience, work location, and other background 
conditions. The results of this study are expected to contribute to the development of 
WSC-B support workers and aid in establishing a network of local services that help 
persons with disabilities secure their future by joining the workforce. 
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ABSTRACT 

This study aimed to examine the lifestyle habits, and physical and mental health of 

older adults living in the Japanese communities in 2018-2020. A total of 257 older women 

who lived independently in a community participated in this study. The average age of the 

participants was 77.7±6.0 years. Participants were salon attendees. Cued recall and, one-

leg standing with eyes open were measured and a questionnaire about daily life was 

administered to the participants. During the two-year study period measurements were 

taken once a year. The 2020 record for cued recall showed a statistically significant 

difference compared to 2019, and the 2020 record for one-leg standing with eyes open 

showed a statistically significant difference compared to the other two years. The 

Coronavirus (COVID-19) pandemic from the daily life questionnaire survey revealed that 

older adults recieved fewer opportunities for conversation. The COVID-19 pandemic has 

caused a decline in the physical and mental functions of older adults living in the 

community. Exercising while adopting measures against infection is considered highly 

necessary. 
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Ⅰ. Introduction 

 

 A case of pneumonia of unknown aetiology reported in Wuhan, China in December 2019 

marked the outbreak of coronavirus disease 2019 (COVID-19)1). The infection spread 

quickly and rapidly around the world. The World Health Organization (WHO) declared 

COVID-19 a pandemic on March 11, 20202). Since then, mutant strains with high rates of 

infection and transmission have emerged due to viral mutations3). People all over the 

world have been forced to refrain from activities intermittently. The infection is also 

prevalent in Japan, and as of 2022, there is no prospect of the spread and convergence of 

the infection. People have had less physical activity due to long-term restrictions on going 

out and participating in activities. During the COVID-19 pandemic, older adults were 

considered an “at risk” group. Accordingly, concerns rose about the mental health of older 

adults. WHO warned that the impact on the mental and psychosocial wellbeing of 

vulnerable groups, such as older adults, would be large and enduring4). The United 

Nations (UN) stressed that, although COVID-19 is a physical health crisis, it could 

develop into a major mental health crisis, especially for specific populations such as older 

adults, if action is not taken5). It has been suggested that governmental measures taken 

regarding social distancing and isolation, especially targeting at risk groups at risk, can 

result in social isolation and loneliness67). The social isolation and loss of activity caused 

by the COVID-19 pandemic might also affect cognitive functioning8). Noguchi et al.9) 

conducted a questionnaire survey on social isolation and cognitive function via mail for 

older adults living in the quasi-cities of Japan. Among those who completed both baseline 

and follow-up surveys in March and October 2020, respectively, 955 people aged 70 and 

over with no cognitive impairment at baseline were included in the analysis. This was a 

longitudinal study, which indicated that the social isolation during the COVID-19 

pandemic was associated with a decline in the cognitive functioning of older adults. It was 

reported that attention should be paid to the social isolation process during the pandemic 

for protecting the cognitive health of older adults.  

Makizako et al. conducted a mail survey among older adults living in a 77–99-year-old 

community in Bibai, Hokkaido, in July 2020. Their findings indicated that of the 774 

responders, 339 (43.8%) participants reported a decline in physical fitness, whereas 259 

(33.5%) perceived declining cognitive fitness during the COVID-19 state of emergency10).  

 Recent reviews reported that the pandemic caused a radical change in the lifestyles of 

older people by, reducing their levels of physical activity and social interaction11)12). Such 

changes have the potential to negatively affect physical and mental health, especially in 

those with chronic diseases, disabilities, and geriatric syndromes11). Several studies have 

reported that frailty is significantly associated with risk of death in COVID-19 patients, 

with non-survivors having higher clinical frailty scores than survivors13-17). Older adults 

in particular need to avoid sarcopenia, a loss of muscle mass, to prevent frailty. This 

requires regular physical activity. However, the restrictions on nonessential outings limit 

the amount of physical activity. The restriction older adults live a confined life leading to 
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a decline in their physical fitness.  

The COVID-19 pandemic has reduced the opportunities for a large number of older 

adults to gather one place, making it difficult for them to engage in ongoing cultural and 

sports activities as a group. As a result, there are fewer opportunities for physical fitness 

measurements, etc. Data on the actual numbers regarding COVID-19 among older adults 

in large groups are scarce. In previous studies, the evaluation of the health status of older 

adults affected by COVID-19 has mostly been based on questionnaires. COVID-19 made 

it difficult to measure the health status of a large group of people. However, the health 

status of some older adults could be measured when the infection situation was 

manageable. Therefore, this study aimed to examine the changes in mental and physical 

functions before COVID-19, with those who participated in the measurement continuously 

in the COVID-19 as the subjects of analysis.   

 

Ⅱ. Methods 

1. Participants 

Inclusion criteria for participation in the study were older adults who belonged to 

Matsuyama Fureai-ikiiki salons and lived independently in the community. Matsuyama 

city opened salons for older adults to maintain and improve their mental and physical 

functioning and prevent long-term care. Two hundred and fifty-seven older adults 

participated in the study and performed all the annual measurements  (three times in 

total).  

This was a retrospective cohort study that used a non-probability consecutive sampling 

technique for selection. The study was conducted from October 2018 to November 2020. 

The measurements were conducted once a year for each participant from all 186 salons in 

Matsuyama city.  

 

2. Survey Items 

Participants completed a cognitive function test, cued recall, and a functional measure, 

that is, one-leg standing with eyes open . A daily life questionnaire was also administered. 

The method of measuring cued recall involves a 16-item playback task in which 16 

pictures (e.g., those of lions) are given along with their respective category names (e.g., 

animals). Then, after the interference task, the 16 items are first played back freely, 

followed by a cued recall of only those items that could not be played back during the free 

playback, given the name of the latter category. The maximum score is 32 points: 2 points 

for a correct response in the free playback and 1 point for a correct response in the cued 

recall. During the one-legged standing with their eyes open, the participants were barefoot 

and both upper limbs were kept placed at the sides of their torso. The maximum time that 

participants were to hold the one-legged standing with their eyes open was 120 s. A staff 

member of the Council of Social Welfare who was trained in measuring one-legged 

standing recorded the measurements. A stopwatch was used to measure the time. The 

criteria for discontinuing the measurement were when: (1) the upper limbs were separated 
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from the trunk, (2) the participant moved the position of their supporting leg, or (3) the 

contralateral foot was in contact with the floor. The measurement was performed twice on 

each side, and the longest (best) time was adopted as the representative value. The 

questionnaire survey asked questions about the participants' daily lives  (views of own 

physical fitness, frequency of going out per week, exercise frequency per week, body pain, 

and opportunities for conversation). Participants were asked to answer each question on 

a four-point scale. They  were carried out as part of the activities by Fureai-ikiiki Salons 

in Matsuyama City. The staff of the Matsuyama Social Welfare Council explained this 

research to participants at each salon.  

 

3. Data Analysis 

For statistical treatment, a one-way ANOVA was used to measure cued recall and one-

leg standing with eyes open for each year. A Tamhane's T2 test was used for subsequent 

analysis. A χ-square test was used to measure the difference between each year of the 

questionnaire survey. In addition, multivariate analyses were conducted for the 2020 

figures with "cued recall" and "one-leg standing with eyes open" as objective variables and 

lifestyle items as explanatory variables, respectively. IBM SPSS Statistics ver. 26 was 

used to analyze the data. The significance level for statistical treatment was set at a risk 

rate of less than 5%. 

 

4. Ethical Considerations  

 All qualifying participants provided written informed consent before participating in 

the study. The study protocol was designed according to the Declaration of Helsinki and 

was approved by the Tokaigakuen University Ethics Committee (2021-8). 

 

III. Results 

 

The participants were living independently in the community. They comprised 26 males 

(aged 76.4 ± 5.0 years) and 231 females (aged 77.8 ± 6.1 years). The results of cued recall 

are shown in Table 1. The cued recall scores were 25.6 ± 7.8 in 2018, 26.8 ± 4.3 in 2019, 

and 25.5 ± 5.3 in 2020. The 2020 record showed a statistically significant difference 

compared to 2019 (p <0.01). The results of one-leg standing with eyes open are shown in 

Table 2. The record of one-leg standing with eyes open was 61.4 ± 42.9 seconds in 2018, 

60.2 ± 43.0 seconds in 2019, and 44.7 ± 41.8 seconds in 2020. The 2020 record showed a 

statistically significant difference compared to the last two years (p <0.01). The results of 

the lifestyle-related questionnaire are shown in Table 3. There was a statistically 

significant difference in the conversation opportunities between 2019 and 2020 (p <0.05). 

A multivariate analysis was performed to examine which lifestyle-related items affected 

the results of cued recall and one-leg standing with eyes open. Table 4 shows the 

standardization coefficient (β) and contribution rate (R2) of the results. The R2 was not 

significantly high. 
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<Table 2>  Result of one-legged standing with eyes open (sec)

2018 2019 2020

TOTAL  n=257 61.4±42.9 60.2±43.0 44.7±41.8

Values are expressed as mean ± SD.  **p<0.01

**
**

<Table 3> Result of the lifestyle-related questionnaire
n (%)

Views on own physical fitness χ
2 

value

   2018     10 (3.9) 140 (54.5) 99 (38.5) 8 (3.1) 257 (100.0)

   2019     4 (1.6) 138 (53.7) 114 (44.4) 1 (0.4) 257 (100.0)

   2020     4 (1.6) 139 (54.1) 112 (43.6) 2 (0.8) 257 (100.0)

Frequency of going out per week

   2018     157 (61.1) 77 (30.0) 22 (8.6) 1 (0.4) 257 (100.0)

   2019     166 (64.6) 71 (27.6) 19 (7.4) 1 (0.4) 257 (100.0)

   2020     152 (59.1) 76 (29.6) 29 (11.3) 0 (0.0) 257 (100.0)

Exercise frequency per week

   2018     87 (33.9) 83 (32.3) 74 (28.8) 13 (5.1) 257 (100.0)

   2019     79 (30.7) 90 (35.0) 66 (25.7) 22 (8.6) 257 (100.0)

   2020     89 (34.6) 80 (31.1) 70 (27.2) 18 (7.0) 257 (100.0)

Body pain

   2018     8 (3.1) 70 (27.2) 123 (47.9) 56 (21.8) 257 (100.0)

   2019     9 (3.5) 73 (28.4) 121 (47.1) 54 (21.0) 257 (100.0)

   2020     16 (6.2) 71 (27.6) 111 (43.2) 59 (23.0) 257 (100.0)

Opportunities for conversation

   2018     41 (16.0) 155 (60.3) 55 (21.4) 6 (2.3) 257 (100.0)

   2019     48 (18.7) 140 (54.5) 67 (26.1) 2 (0.8) 257 (100.0)

   2020     30 (11.7) 136 (52.5) 82 (31.9) 9 (3.7) 257 (100.0)

*p<0.05

Very confident

More than 5 days

Fairly confident Not very confident  No confidence

3-4 days 1-2 days Not going out

Very much Rather frequent Rather scarce Very few 

13.06
*

4.17

4.04

4.44

More than 5 days 3-4 days 1-2 days No exercise

Much pain More or less pain Rather painless Less pain

15.28
*

Total

Total

Total

Total

Total

<Table 1> Result of cued recall (score)

2018 2019 2020

TOTAL  n=257 25.6±7.8 26.8±4.3 25.5±5.3

Values are expressed as mean ± SD.  **p<0.01

**
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 Ⅳ. Discussion 

 

 Cued recall is one of the indicators to assess cognitive function. Even if physical 

functions are maintained, cognitive decline can impair ADL and make it difficult to carry 

out daily life smoothly . Based on the results of cued recall in 2020, we hypothesized that 

participants' cognitive function was impaired in the coronary disaster . The participants 

became more secluded during the coronary disaster , and Table 3 shows that they had 

fewer opportunities to talk to others pre-pandemic. It has been reported that there is a 

close relationship between opportunities for conversation and maintenance of cognitive 

function18), and this was thought to have influenced the results. 

The one-legged standing test with eyes open is an indicator of physical fitness in older 

adults, which involves evaluating balance ability19). In older adults, diminished balance is 

associated with reduced physical functioning and an increased risk of falling20)21). 

Maintaining or improving motor (balance) ability is essential for extending the healthy 

lifespan of older adults 22)23). Maintaining balance leads to stable gait, especially among 

older adults, for whom walking is a means of mobility. The results for one-leg standing 

with eyes open in 2020 in this study were significantly lower than those before the COVID-

19 pandemic, indicating a need for interventions such as lower limb strength training that 

can be performed at home to improve balance ability.   

  Multivariate analysis of the 2020 values showed that the contribution of "opportunities 

for conversation" to cued recall was significant. Views on “own physical fitness,” 

“frequency of going out per week,” “exercise frequency per week,”and “body pain” were 

significant contributors to one-leg standing with eyes open. To maintain mental and 

physical functions, it was considered necessary to have conversations with others without 

being confined to one's home. Older adults who live alone have few opportunities for 

conversation at home, so it is necessary to activate their brains through conversations 

with others using information and communications technology mediums, such as video 

calls. Previous studies indicate that exercising decreases physical pain in older adults24,25). 

β p value β p value

Views on own physical fitness 0.144 0.05 0.123 0.05

Frequency of going out 0.093 0.14 0.111 0.05

Exercise frequency -0.101 0.11 -0.198 0.01

Body pain 0.142 0.05 0.087 0.17

Opportunities for conversation -0.129 0.05 -0.07 0.27

Contribution rate

cued recall one-leg standing with eyes open

0.079 0.086

<Table 4>  A multivariate analysis of the variables affecting cued recall and one-leg standing with eyes open
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Further, exercise activates the hippocampus and improves cognitive function26). Pain and 

cognitive function have been reported to be bidirectionally related24).  Thus, the physical 

and mental benefits of exercising have proven to be significant. However, the COVID-19 

pandemic made it difficult to exercise in large groups at community centers. Therefore, 

individuals should engage in strength training, walking, and other activities that they can 

perform regularly. 

 A study conducted in Belgium and the Netherlands, showed a significant decline in 

activity levels, sleep quality, and well-being during the COVID-19 pandemic8).  It has 

been reported that the COVID-19 pandemic has had a serious impact on the mental health 

of older adults, requiring more governmental and medical involvement.  

A strength of this study is capturing the measured functional decline in older adults 

during the COVID-19 pandemic. Several other research reports are Internet-based 

surveys. This study is considered to have more convincing data because it measured a 

large sample of older adults using a face-to-face methodology. The results of this study 

showed a significant decline in the mental and physical functions of the participants post 

pandemic. This should also serve as a wake-up call regarding the health status of older 

adults in Japan. 

 The COVID-19 pandemic has led to an increase in remote work worldwide, and physical 

activity is declining even among the younger generation.  It is believed that more efforts 

are needed at the municipal and private levels to prevent residents from becoming 

confined to their homes and to promote the health of the national' population.  

 The subjects of this study were older adults who had been participating in community 

salon activities before the COVID-19 pandemic and had high social participation. 

Therefore, the results for the subjects of this study are limited in that they cannot be 

interpreted as changes in older adults in general. In the future, it is necessary to examine 

changes in the physical and mental functions of older adults who do not participate in 

social activities. 
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Ⅰ．問題の所在及び目的 

  

障害者の社会参加においては、「ディーセント・ワーク」の理念を念頭においた支援が重要

である。すでに、1983 年に策定された ILO159 号条約においては、職業リハビリテーショ

ン（以下、職リハという）を「障害者が適当な職業に就き、それを継続し、かつそれにおい

て向上することができるようにすること、及びそれにより障害者の社会への統合又は再統合

を促進すること」1)と定義され、その背景には障害者の職業生活の質の向上が念頭におかれて

いる。また、松為は「生物・心理・社会的な障害のある人が、主体的に選択した仕事役割の

継続をとおして生活の質が向上するように、発達過程の全体を通して多面的に支援し、それ

により社会への統合又は再統合を促進する総合的な活動」とし、社会環境の急激に変化と実

態に基づき、新たな職リハの定義を提唱している 2)。ここには、言うまでもなく支援の対象

者を疾病の診断に捉われず、地域生活で生きづらさを抱える発達障害やひきこもりの人など

も含んでいる。2015 年 9 月に、国連サミットにおいて採択された持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals: SDGs）17 項目のうち、目標 8 の「働きがいのある人間

らしい仕事」が大切とする「ディーセント・ワーク」の理念でも示されている。 

このような中で、「自閉症スペクトラム障害／自閉スペクトラム症」(Autism Spectrum 

Disorder : 以下、ASD という)に対する支援に関心が高まっている。2005 年施行の「発達

障害者支援法では、これまで制度の狭間にあり、様々な領域において適切な支援が受けられ

なかった ASD を含む発達障害のある人が支援の対象となった。また、「障害者の雇用の促進

等に関する法律」では、2018 年 4 月から法定雇用率の算定基礎の対象に発達障害を含む精神

障害者が加わっている。このように、ASD 者の支援は改善が進められている。 

厚生労働省が 5 年ごとに行う「障害者雇用実態調査」によると、2018(平成 30)年度調査
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からは発達障害のみにより精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者を発達障害者の障

害種別とし、さらに精神障害者保健福祉手帳を所持していない発達障害者（精神科医から発

達障害の診断を受けている者）も調査の対象となった。精神障害者保健福祉手帳を所持する

者の等級の最も多い等級は 3 級(48.7％)であり、このうち最も多い疾病は「自閉症、アスペ

ルガー症候群その他の広汎性発達障害（76.0％）」となっている 3)。 

発達障害は、2013年に医学的定義として「精神障害の診断・統計マニュアル第5版」(DSM-5)

による ASD、注意欠如・多動症（Attention deficit/Hyperactivity disorder：ADHD）、限局

性学習症（Specific Learning Disorders）等の診断名並びに、2018 年 6 月国際疾病分類の第

11 回改訂版(ICD-11)によって自閉スペクトラム症、注意欠如多動症、発達性学習症、発達性

協調運動症、常同運動症として分類された。ASD は、社会的コミュニケーションの困難と限

定された反復的な行動や興味、活動が表れる障害とされている。さらに、知的障害や言語障

害を伴う場合と伴わない場合があるとされ、これらの症状は発達段階、年齢や環境などによ

って大きく変化するとも言われている。 

特に ASD 者の一般就業においては、職務の遂行に関する課題以外の課題が指摘されるこ

とが多い。ASD 者の中でも、高学歴で知的にも高い場合があり、仕事そのものの能力である

ハードスキル（例えば、パソコン技能や作業能力など）は十分に所有していても、職業生活

遂行能力（例えば、職場内コミュニケーションなどの対人技能や職場ルールの理解と順守な

ど）と呼ばれるソフトスキルに困難性を抱えている者が多いとされている 4)。また真船は、

必要な配慮が特別扱いと誤解されて軋轢が生じる場合もあると指摘している 5)。 

ASD 者の職場定着や支援方法に関する研究は多数あり、知見も普及しつつあるようにみえ

る。障害者職業総合センターは、発達障害者の就労定着のために企業と支援機関との連携の

強化や、様々なノウハウを蓄積しそれらが生かされるような専門性を有する支援者の育成が

喫緊の課題となっていると指摘している 6)。また、望月は、発達障害者に関する理解と対応

の専門性は連携関係の質に関わる問題であると指摘している 7)。しかし、その一方で研究の

多くは、ASD 者当事者への支援の報告にとどまっており、ASD 者本人が生活の質(Quality of 

Life : 以下 QOL という)を向上させたいという願いや ASD 者が望むキャリアアップに主眼

においた研究はほとんどない。今後、労働人口の減少が進むなか ASD 者の就労がさらに活

性化され、量だけでなくキャリアパスなど質的な側面についての支援を検討していくことが

求められるといえる。そこで本研究では、週 30 時間就労からフルタイムを果たした ASD 者

1 事例の就業上の転機、心理的変化、その際の支援者との相互作用から、ASD 者が持つキャ

リアアップの動機とその結果生じる行動変容に対する支援の観点について検討する。 

 

Ⅱ．方法 

 

1. 研究手法 

 本研究では、研究目的に基づき、ASD 者の詳細な就業状況の把握をするため、インタビュ

ー調査に基づく質的研究を実施する。 

 

2. 調査協力者 

調査協力者は、ASD の診断を受けた A さんとする。 

A さんは、精神障害者保健福祉手帳 2 級を所持している。IQ は平均値で、睡眠障害や抑う
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つ状態等により入院加療歴がある。入院治療当時、主治医からは「指示を真面目にこなし、

報告等のルールが守れる穏やかな性格」との評価を受けている。 

また、201X 年に、発達障害者に対する専念的支援プログラムを受講するため職業リハビ

リテーションの専門機関のひとつである地域障害者職業センターで職業評価を受けている。

A さんから情報提供を受けた、職業評価結果の概要を表１に示す。 

 

表 1 職業評価の結果(一部抜粋) 

    項目 

側面 

検査名等 所見等 

身体的側面  身体的側面において就労上問題はない。 

精神的側面 TEGⅡ 

MSFAS 

AC が 100 パーセンタイルと高い AC 優位型。 

家族や病院、各支援機関等との相談体制を継続した状態

が、今後の安定した就労においては必要と考えられる。 

 

社会的側面 MSFAS 対人対応時に緊張は高く、社交辞令や冗談などは理解し

づらい。依頼された事は難しいことでも断りづらいとの

自己評価はあるが、話し方は丁寧で社会性、融通性は一

定程度有している。日常生活面では、生活リズムの崩れ

やすさはある。睡眠時間は 9 時間程で、寝起きは悪く休

日は寝て過ごすことが多い。 

 

職業的側面 厚生労働省

編一般職業

適正検査

（GATB） 

 

職業レディ

ネス・テス

ト 

［適正検査］適正能力プロフィールでは、能力分布上概

ね C～D 段階で平均前後。空間、共応、指先、手腕は E

段階で、やや下回る値。定型的な職務から行い少しずつ

レベルアップを図ると良い。 

 

［職業レディネス・テスト］基本的志向性は対人が低く、

対感情、対物においては同程度に高い数値が出た。 

［指示理解、作業遂行等］比較的簡易な作業は口頭での

指導で理解できる。急がされるとミスが出てしまうため

自分のペースが保たれると良い。質問や確認も自発的に

行うことができる。 

TEGⅡ：東大式エゴグラム 

MSFAS：幕張版ストレス疲労アセスメントシート 

 

 

3. 研究手続き 

 インタビュー調査は、202X 年 Y 月に 2 日に分けて実施した。全インタビュー時間は

約 3 時間であった。このインタビューでは、A さんが特性に気付くきっかけになった出来

事から、発達障害の特性理解、福祉的就労から一般就労へ、フルタイムを目指した時に活
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用した社会資源など、現在に至るまでの約 10 年間について語ってもらえるようインタビ

ューガイドを作成した。 

インタビューは、インターネット会議システムのミーティングソフト Zoom を利用した。

内容は本人の同意を得て IC レコーダーに録音した。インタビューデータから逐語録を作

成し、A さんに内容を確認してもらい分析を行った。 

 

4. 分析方法 

1) 自叙伝とライフライン法 

A さんは、入院治療中に当時の出来事や心情を 400 字詰原稿用紙 39 枚に書いた自叙伝を

保管していた。その自叙伝の内容と、インタビュー内容と相違が無いかを確認し、記憶を補

填するためのデータとして採用した。 

本研究では、質的アセスメント技法の一つであるライフライン法 8)を用いる。この技法は、

対象者へ縦軸を感情のプラスマイナスの評価軸と横軸は年齢を表した用紙を渡し当時起こっ

た出来事を振り返って頂き、本人が感じた感情を線の浮き沈みで表現するものである。本研

究で用いた目的は、A さんの特性に配慮し視覚的に自身がたどってきた経過を確認してもら

うためである。縦軸の目盛りの設定は、趣旨を説明した後に、結婚など「自分がまだ経験し

ていない幸福感を感じた時」を+10、－10 は親族との死別を経験したことから「死んでしま

いたいと思う程の辛さや苦しさを感じた時」と設定した。 

 

2) KJ 法 

得られたインタビューデータを、KJ 法 9)で整理・分析を行った。小項目、中項目、大項目

に分けて整理を行った。A さんの生の言葉で伝えることは、当事者研究の大事なあり方と考

え、象徴的な言葉はできるだけ反映した。意味内容を損なったり改変したりしないよう複数

の研究者で検討し、252 枚のラベルから 5 段階のグループ編成を行った。その後 A 型図解化、

B 型文章化の手順で分析を行った。 

 

5. 倫理的配慮 

A さんに対し、口頭および書面で、研究目的、概要、匿名性、機密性、研究参加の自由、

研究参加の利益・不利益、不参加であっても不利益を被らないこと、同意撤回できること、

録音データ、逐語録データ及び提供データの管理方法、研究終了後の破棄方法等を説明し署

名による承諾を得た上で研究を進めた。 

 

Ⅲ．結果 

 

1. KJ 法による分析 

B 型文章化したものを以下に示す。5 段階表札は、『高校時代の違和感』、『暗黒期』、『リハ

ビリテーション期』、『基礎的・汎用的能力の獲得期』、『自己理解/棚卸し期』、『キャリアプラ

ンニング時期』の 6 つを抽出した。KJ 法で整理した項目の表札は『 』、大項目【 】、中

項目は《 》、小項目は＜ ＞、( )は補足した語句である。インタビューで得られた A さん

の語りは斜字で引用した。 
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1) 『高校時代の違和感』 

A さんは【高校時代の違和感】として＜同級生との違いに悩む＞ことや＜集中できる場面

の違い＞という漠然としたものであったが、＜運動と勉強の集中力や単純作業との違いは自

覚していた＞。 

 

2) 『暗黒期』 

県外の大学に進学し＜高校時代の学び方との違いに困惑＞した。＜集中力が続かない、同

じ作業を継続するのか苦手、勉強のやり方がわからない、頭に入らない、日中の睡魔、朝起

きづらいなどに気づく＞。＜自分だけ何でできないんだという自己嫌悪感を抱く＞ことも多

く、＜一人暮らしから生きづらさが具体化する＞こととなった。一方、＜保護者は、新聞記

事から発達障害の傾向があることに気付いた＞。A さん曰く＜強制送還のように他県から自

宅へ戻る＞こととなった。【特性の気付きから医療へ】つながり、＜発達障害の診断＞を受け

たが、当時は＜自分の感情を持て余して一番身近で感情をだしやすかった親に感情をぶつけ

てたっていう感じ＞で【保護者との関係】は悪化した。 

《入院をして生活リズムを立て直す》ことになったが、＜入院前後は暗黒期(ポツンと自分

が暗闇にいてもがいている感じ)＞だったと表現した。＜嫌な記憶に蓋をしている＞ようで＜

入退院していた時期の記憶がない＞という。入院中に＜父に勧められた自叙伝を書き上げた

＞。400 字詰原稿用紙 39 枚には《解離性健忘の期間》の《主治医との関係》や《入院中の看

護師の配慮》、《相談支援事業所(の担当者から)は具体的な励まし》が記述されていた。 

「時間もたくさんあるからできるんですが・・・。今読み返すしても、ちゃんと構成も考

えているし、我ながら自分の気持ちを整理しながら書いていたと思う。」と A さんは【自叙

伝を執筆し内省をする】機会を得ていた。 

 

3) 『リハビリテーション期』 

『リハビリテーション期』は、〈B 型事業所では清掃部品を袋詰めする作業〉を行し就労経

験を積み、＜B 型事業所では集中力の持続性を獲得できた＞と実感した。 

「自分はやってやろうっていう気持ちで行ったんですけど、でも集中力が 30 分しかもた

なくて。所長さんから昼前には、入院していた病院へ帰るように言われて。そりゃもう、悔

しい気持ちで一杯でしたねぇ。看護師さんは 16 時までと思っているので「もう帰ってきた

ん？」と言われるかと思って、病院へ帰るのが嫌で嫌で・・。でも、帰った時に看護師さん

は一切その話題に触れない。その時に無言なのは「初日なんだから。」とフォローしてくれた

気がしたんですよ。相談支援員からも「いきなり完璧にできる人もいないし、辞めるってい

うことじゃなく 30 分しかもたないのであれば、次は 40 分を目指してみて・・。徐々に時間

を延ばしいくようやってみましょう。」と言われて。看護師さんや支援者さんたちに支えられ

て B 型作業所へ通い続けることができたんだと思うんですよ。１年位通所していたら、集中

できる時間も延びて 30 分しかもたなかった頃が嘘のように仕事が出来るようになってたん

です。でも工賃は安いし、経済的に自立したいからフルタイムで働きたい、このままではい

けないという想いはあったんです。」と《福祉就労から一般就労への動機》が語られた。 

A さんは＜自らステップアップのタイミングを意識する＞ことで、＜障害者の集団面接会

＞に参加する機会を得た。応募した＜事業所は支援員というサポートしてくれる職員がいる

ので安心感があった＞ので面接をうけ、《事業所から内定通知が届き就労する》ことになった。 
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4) 『基礎的・汎用的能力の獲得期』 

《週 30 時間の事業所(一般就労)》へは、毎日片道 2 時間掛けて通勤した。上司①の時は支

援員らから《指示を受けて稼働する作業補佐員》からのスタートだった。上司②のもと 3 年

目に昇格し、＜作業員になり自立的に稼働しようと意識が変わった＞が【人的環境から苦悩

した時期】となった。《上司②の抽象的な指導に混乱する》ことや、＜作業全体の説明がなく

自立と責任を要求＞され、＜リーダー的な役割を求められる＞ストレスから〈目覚めが悪く

気分が滅入る〉などメンタル不調や＜自尊心が低下し離職を考える時期が続いた＞。 

「いろいろありましたねぇ・・。特に辛かったのは、それまでは家族や友達からは気が利

くとか言われてきてたんですが、上司②からは「昇格したんだから、仕事は自立的に考えて

動くように」と言われて指示がないまま仕事を任されたり、自分で良かれと思ってやったこ

とを「貴方にはそんな権限はないのに勝手なことをした。」とか。仕事の全体的な流れや納品

先のことを質問しても「言われたことだけをしていたらいい。」とか注意をされて・・。その

注意も具体的な説明がないから、どこに問題があったかが分からないから改善しようがない。

ただ感情的に怒られているようにしか思えなくて・・。あの時期は本当に辛かったですねぇ・・。

このままじゃ精神的に続かないと思っていたから、仕事帰りに転職しようとハローワークへ

相談に行きました。」と当時を振り返った。 

そのような時期に【上司の配置替えで環境が変化】した。＜上司③の中長期的なキャリア

を意識した面談や指導＞から、《本人の意向を尊重したスキル獲得の指導》が行われた。それ

は＜職業人として成長を応援してくれている＞と実感が得られた。＜多種多様な業務を担当

する意味＞や〈アセスメント結果や対話から自己理解が深まった〉。＜思考的な業務を担当し

て自信に(も)つながった＞。＜応用行動分析や SST(ソーシャルスキル・トレーニング)を用い

ての対話＞からは＜組織や他者の考えや方や立場を理解する〉ようになった。 

5 年目「無期雇用面談を受けても、転職してキャリアアップしたいと思った。」と気持ちに

変化がなかったことが語られた。 

「勤めていた事業所は、そもそも週 30 時間の非常勤職員枠しかないんですよ。手取り 10

万円もないしボーナスもない状態では将来の不安もあるし・・。最初からフルタイムの正社

員になりたいという目標があったから、ずっとここで働くのが良いとは思ってなかったです

しね・・。でも、当時手順書作成などの作業を任されると何時間も掛けてしまって、作業の

終わりが決められなかったんです。上司③からキャリアアップしたいならば、フルタイムに

耐えられる体力が必要なことや、作業前に掛かる時間の予測や目標設定をするやり方を覚え

た方が良いと教わって・・。メモを取りながら誤差を確認していく作業を何回か繰り返しや

っていくうちに、自分の思考的な癖や処理時間がわかってきました。上司③は、納品先へ一

緒に連れて行ってくれて部署の人からお礼の言葉を直接聞く機会があったから自分も組織の

役に立っているという実感も持てて。そうなれば自信もつくし、仕事のやり甲斐も感じられ

るようになりました。」と語った。 

＜上司③との対話 特性からひもづく経験と感情を深堀り＞することにより、自己理解を

深め《自分で業務遂行の予測や優先順位を考える習慣》化や、何気ない会話から父親の夢を

見る時は予兆から【体調不良の気づきと対処法の獲得】ができた。自らの特性の対応策を得

たことで、再び【キャリアについて内省】することになった。一年前に《キャリアアップを

果たした元同僚 B の存在》がロールモデルとなり、正規職員/障害者雇用枠の公務員の採用試

験を受ける準備を開始した。転職の準備は元同僚 B のアドバイスで＜ (ハローワークの)若者
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就職支援センターを活用＞した。 

 

5) 『自己理解/棚卸し期』 

A さんは、【過去 10 年間を内省し今後のキャリアにつなげる】ことを意識し、正規雇用の

公務員を目指し＜試験対策は通勤時間を活用＞した。＜公務員試験は人生で一番頑張った＞

と振り返った。そのため一時期、ストレスと疲労感からモチベーションは下がったが＜内定

書類がきた時は嬉しかった＞と語った。その一方で＜今度は一般の職員のなかで働く苦労が

あると自覚した＞。 

内定先へ提出した〈就労パスポートは客観的に自分をみれるポジティブなツール〉で、＜

記入しながら客観的に自分をみて何が得意で何が苦手かを自己理解できた＞と語った。また

〈発達障害特性があっても受け入れていない人たちもいる〉という他者理解も深めていた。

《自己理解は他者理解を促進》させ、《多種多様の支援者との出会いと偶発的な出会い》を再

確認した。【就労パスポートはセルフアドボカシー・ツール】として《次の職場への意欲向上

につながった》。 

 

6) 『キャリアプランニング時期』 

A さんはキャリアアップし＜公務員３ヵ月経過した気持ちは不安２割、頑張ってやってい

こう８割＞だと語った。＜仕事の予測をする経験が役に立っている＞、＜公務員となり仕事

を自分で組み立てる自己効用感がある(り)＞、《仕事が生活の質を上げる》と語った。現在の

生活は、職業評価の助言に従い安定就労を維持するために＜2 カ月に一回の主治医との面談

は継続している＞。＜土日は疲労回復から睡眠時間を確保するためにつかう＞が、＜家族と

の関係も改善＞し高齢の独り暮らしをする〈親族と買い物に行く〉など〈家族 (人)としての

役割も果たしている〉自分に＜充実感があり QOL 向上を実感した(している)＞と語られた。 
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図 1  A さんのライフラインチャート 

 

2. ライフラインによる分析 

図 1 は、KJ 法による 5 段階表札とライフラインチャートを重ねたものである。 

A さんは、大学生活が始まってから下降カーブを描いている。大学を中退して睡眠障害の治

療のための入院と父親との死別が重なり入退院が続き、暗黒期と称する低迷期が続いた。就

労にむけた準備として就労継続支援 B 型事業所へ通所し、週 30 時間の非正規雇用の事業所

(一般就労)へ転職、昇格するまでは上昇カーブを描いていた。しかし、上司②との関係によ

り身体的不定愁訴や自尊感情が低下し下降カーブをたどった。その後、後任の上司③との対

話やアセスメント結果を共有してもらうことで特性理解や職業スキルの向上を自覚し自己肯

定感が高まり、フルタイム就労という目標を意識して上昇カーブへと転じた。ただし、一時

期、公務員の試験対策の疲れによって生じたストレスと疲労感からモチベーションは下がっ

た。しかし、公務員となり 3 ヵ月経過した現在もモチベーションは高く維持している。 

 

Ⅳ．考察 

 

1. 対象者の転機と支援との関係 

転機に対する当事者の向き合い方は、障害の有無に関わらず当事者が「危機」と捉えるか

「次への機会（ステップ）」と捉えるかの違いがある。その反応の違いは、当事者がリソース

「資源」を意識しているか、危機に立ち向かった経験からの成功体験の質に影響する。 
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ASD の特徴として、汎化の困難が挙げられている。就労場面においては、習得したと思わ

れがちな作業も場所や場面が変わると柔軟に応用することが難しいといわれている。具体的

な業務指示がなく、臨機応変な対応を求められると、不安を覚え作業が進まないことや指示

とは異なることをやってしまうこともある。原因のひとつとして、耳からの情報処理が苦手

なことがあり口頭指示のみの場合、聞き間違えたり、長い説明が途中で分からなくなったり

するという特性もある。そのため、支援者は事前に作業のマニュアルを渡しておくことや作

業手順や場所を構造化する配慮、また支援者が作業の進行状態を確認するなど認知機能に合

わせた支援が求められる。また、うまくいかない状況が続くと心理的なストレスから「自分

は当たり前のことができていない」「自分は職場で役に立っていない」といった負の感情から、

対象者のように有用感や自己肯定感の低下につながる場合もある。不安な気持ちを持ち続け

ると出勤が不安定になったり、二次障害の発症、離職へと気持ちが傾くものと考えられる。

そのため企業は、移行期の支援として、厚生労働省が推奨している「就労パスポート」や「ナ

ビゲーションブック」などの移行促進ツールの活用や、地方職業センターの職業評価をうけ

た入職者は結果の把握、そして入職後もキャリア形成の一貫として日々の作業場面でインフ

ォーマルなアセスメントの実施が有効な支援策といえる。 

また定着支援として、障害のある労働者の心理的健康度向上に向け、仕事に関して肯定的

で充実した感情および態度というワーク・エンゲイジメントが重要となる。ワーク・エンゲ

イジメントとは、仕事に関連するポジティブで充実した心理状態である。 島津は、ワーク・

エンゲイジメントは特定の対象、出来事、個人、行動など一時的な状態ではなく、仕事に対

する持続的かつ全般的な感情の認知と定義し、この労働者のメンタルヘルスへの影響は大き

く、組織へのコミットメントの高さや離職率の低さ、組織における従業員の自発性の向上や

前向きな行動の増加、さらには、抑うつや心理的苦痛の低さなどとの関連性を指摘している

10）。小田切らは自身の役割の明確さ、周囲からの支援の得やすさ、自身の仕事に対する裁量

度、学びと成長の機会の頻度などといったソフト面の要素によりこのワーク・エンゲイジメ

ントが向上すると指摘している 11)。 

キャリアカウンセリングの理論家・実践家であるナンシィ・シュロスバーグ (Nancy K. 

Schlossberg) は、就職や結婚、親の死などライフイベントを契機に転機が訪れ、転機の連続

がその人のキャリアを形成すると述べている。転機にうまく対処するための 3 つの段階と転

機を乗り越えるための資源は４つの S であるとした 12)。 この 4 つの S とは、① Situation

（状況 :原因や一時的かどうかなど状況を把握して理解する）、② Self（自分自身 : 自分の

気持ちや興味、地位など把握する）、③ Support（支援 : 家族、周りの人、公的機関、民間

団体など外部支援の把握）、④ Strategies（戦略：方向性や期限など行動計画を考える）と

いうもので、自分自身の内外にどのように存在するのかをつかむことで転機を乗り切るため

に大切の要素となる。 

また、20 世紀末のキャリア理論家のジョン・クランボルツ (John D. Krumboltz) は「学

習し続ける存在」として強調し偶然の予期せぬ出来事からもキャリアによい影響を及ぼす、

偶然を好機として捉える 5 つのスキルを提示し、それらのスキルを磨くことの重要性を強調

した 12)。これらは予期しない出来事をただ待つだけでなく、自ら創り出せるように主体的に

行動したり、周囲の出来事に神経を向けるなど偶然の出来事を意図的・計画的にステップア

ップの機会へと変えていくべきだという考え方でもある。 

A さんは、週 30 時間(非正規雇用/一般就労)の事業所に入職して 3 年目に昇格したが、上司
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との人間関係からワーク・エンゲイジメントが低下し離職を検討していた。その時期に、偶

然の予期せぬ出来事として上司の人事異動があり、新しい上司との出会いがあった。その出

来事によりワーク・エンゲイジメントが向上することにより、離職を回避し転機を乗り越え

ることの可能性を見出した。それは新たな上司との関係をリソースとして、上司から提供さ

れたアセスメント情報や対話から自身の特性を客観視し、自己理解を深める契機となったと

考えられる。その結果、自らの目標とするキャリアビジョンに向けて業務を通じて職業能力

の向上(On-the-Job Training : 以下、OJT という)に取り組むという、内発動機になったと考

えられる。また、A さんの偶然を好機として捉えた 5 つのスキルは、①好奇心(Curiosity)：

キャリアアップができる新しい環境を模索する、②持続性(Persistence)：週 40 時間/正規職

員の公務員試験に向けて努力し続ける、③柔軟性(Flexibility)：勤務時間を OJT と捉え主体

的に課題解決のスキルをみがく、④楽観性(Optimism)：転職ができると前向きに捉える、⑤

冒険心(Risk-taking)：結果はどうなるのか分からないがチャレンジすることを恐れない、と

いう主体的な行動へとつながったと考えられる。 

表 2 は、A さんの転機における行動変容である。 

 

表 2  A さんの転機における行動変容 

 「転機」の 4S モデル A さんの転機と行動変容 

転機になった

イベント 

転機が起こる 上司②との関係から離職を考える。 

転機の 3 つの

ステップ 

転機を見定める イベント（上司の異動）により、どのような変化

をもたらしているのか客観的に把握する。 

リソース（資源）を点

検する 

状況（Situation）、自分自身（Self）、支援

（Support）、戦略（Strategies）を検討し、自分

を応援してくれる上司③への援助を求める。 

受け止め対処する 主体的に転機を乗り切るために業務遂行時間の

予測と、優先順位の検討の振り返りを繰り返し実

施する。 

思考のパターンや、心身の変化に気付きやすくな

った。 

転機がもたら

す 4 つの変化 

日常生活の変化 公務員採用試験の勉強をはじめる。 

自己概念の変化 職業能力感・職場適応力を意識する。 

人間関係の変化 主体的に検討し、積極的行動が増えた。 

役割の変化 職場内のリーダー的存在が強化された。 

転機の 3 つの

段階 

転機の始まり 公務員採用試験の勉強をはじめる。 

転機の最中（ストレ

ス） 

試験勉強からの疲労感が蓄積した。 

転機の終わり（受容） 合格通知を受領して、新たなキャリアのプランニ

ング時期に入ったと自覚する。 
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松為は、障害者のキャリア発達論は 1990 年代の後半から職場適応に関する関心が急速に

高まったと述べている。また、従来のキャリア発達論をそのまま障害のある人に援用するに

は、いくつかの課題があると述べている。それらの要因として、一般的に職業的成熟が遅れ

がちであり、低い社会経済的な地位の職業に甘んじてしまい職業興味に一貫した傾向あった

り、特定分野に集まりがちで職業的な情報の範囲が狭くなってしまうと指摘もあると述べて

いる 2)。知的に遅れがない A さんの場合、転機における行動変容はジョン・クランボルツが

提唱したブランド・ハップンスタンス（Planned Happenstance）理論のモデルで理解でき

る。ブランド・ハップスタンス理論とは、ジョン・クランボルツによって提唱された「計画

された偶発性理論」と訳され、個人のキャリアは「偶然を主体性や努力によって最大限に活

用し、キャリアを歩む力に発展させること、そして偶然を自ら意図的に生み出すよう、積極

的に行動したり、好奇心をもつことで自らのキャリアを創造する機会を増やすことができる」

と説いている 12)。A さんは、自身で転機と見極めリソースを活かし、内発的動機によりキャ

リアアップしたいという気持ちがエンパワーメントしたことが見て取るからである。このよ

うに、しばしば障害者の支援においては、支援する者（支援者）と支援される者（障害者）

の 2 項対立でとらえがちであるが、むしろ、当事者の主体性をどのように見出し支援してい

かが重要であると考えられる。 

前原らは、自己理解が発達障害者本人の職場適応に必要な条件を見直していくうえでの鍵

であると指摘しており、「職業上の課題としての捉え直し」は、支援者の計画的な支援行動と

いうよりも支援に基づく発達障害者本人の主体的な認識変化と関連すると述べている 13)。こ

のように支援者は、認知機能に働きかける応用行動分析やソーシャルスキルトレーニングな

どを用いて、キャリア形成を願う本人のニーズや物語（ナラディブ)を現実にできるよう主体

的を引き出し、本人が設けた目標達成に向けて効果的に自己管理ができるよう支援していく

ことが重要であると考えられる。 

 

2. 企業内キャリア形成 

Rubin, Roessler & Rumrill (2016)は、職リハのプロセスは、評価、プランニング、介入、

配置の４つの時期から構成され、この内の「評価」は、障害者の①現在及び可能性としての

職業的な力や興味の幅を理解し、②そのような力や興味に見合った可能性ある仕事について

知り、③そのために必要なサービスや支援について知ることができるように支援することが

必要と述べている 14)。 ASD 者のキャリア形成においては、企業内支援者も含めて、支援者

が、その ASD 者の実態を的確に把握することが重要である。 

A さんのワーク・エンゲイジメントが低下した時期は、組織から期待される役割を果たそ

うと過剰適応をする一方、上司からの威圧的な発言や適切な説明がないことからのストレス

により、不眠や疲労感など身体症状が現れていた。横田らは、極端な努力をして業務に取り

組んだり我慢をしすぎたりすることから、様々な精神症状が生じるという過剰適応は、精神

症状の問題が成人期の適応に強い影響を及ぼすという指摘があり、 ASD のある人の QOL

やメンタルヘルスの観点から重要な概念であると述べている 15)。 障害を開示した一般就労

を選択した障害者においては、企業等の一般求人枠で働く人と異なり、小田切らは過剰適応

を予防し ASD 者のメンタルヘルスを考えるとともに、単に一時的な障害者雇用率の増加を

目指すのではなく勤続年数や心理的健康度にも着目し「働き続けたくなる会社づくり」に向

けた配慮や職場環境整備が行われる必要があると述べている 11)。 
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山懸は、発達特性は生涯続くものであることから、ロングライフ・ディスオーダーとして

捉えるべきであるという考え方が提唱されていると述べている 16)。企業等で行われる雇用継

続の評価査定は、担当業務と障害特性が密接に関係することから評価項目や要求基準を開示

し共通理解を促したうえで、体調変化や職業能力と適性に合わせて挑戦できる環境づくりが

求められる。上司や支援者は、業務指示を単に命令として伝えるだけでなくコミュニケーシ

ョンの崩壊や感情的反応を生まないよう心理的安全性を担保する必要がある。 

障害者の就労支援においては、前原はアセスメントには、個人に対する就労支援の改善及

び見通しの把握が可能になるといった効果があると述べている。障害者個人のみならず、障

害者雇用を行う企業における取組も求められる 17)。金は、企業がより障害者雇用に当たって

必要となる様々な情報を得られるようにする必要があると指摘している 18)。また、今後は ICT

の普及や個人の価値観の多様化を背景に、障害者雇用においてもパソコン業務の増加やテレ

ワークに対応した人材管理の対応が予想される 19)。そのため企業内支援者は、継続的に本人

のニーズや健康状態を把握し、本人の生き方を尊重した働き方を共に検討することができる

よう必要な知識やスキルを習得する必要がある。また組織の環境変化や慣行・文化が、ASD

者の就労継続を阻む障壁にならないよう、障害者と組織双方への働きかけが重要になると考

える。その実践の先に、障害者の人格と個性を尊重した共生社会の実現と、ディーセント・

ワークの実現があるものと考えられる。 

 

Ⅴ．まとめと今後の課題 

 

本研究では、ASD 者のキャリア形成に焦点をあて、転機と捉えたでき事の心理的変化と、

その際の支援者との相互作用を明らかにすることであった。A さんの転機において、キャリ

アアップをしたいという思いを、異動してきた新たな上司③がキャリア形成の目的を明確化

し、 OJT を通じて A さん自身が職業スキルを獲得できるようにアプローチした経過でもあ

った。その過程においては、A さんは上司③との間で信頼関係を気づき、その相互作用によ

って、自己有用感や自己肯定感を回復することができたともいえる。キャリア形成とは、多

様な意味を含む概念だが、その中核にあるのは「自分は何をしている時に、価値やその意味

を感じるのか」「自分は何がやりたいのか」「自分は何が得意で、何が不得意か」という自身

と向き合い、また「自分らしい働き方」とは何かがわかっていることともいえる。その自分

の軸を持つことから、自らが自身の雇用の在り方について検討する機会へつながるともいえ

る。 

ASD 者の雇用においては、本人と環境との関係の影響を受けやすいことや、健康を維持し

ていく自己管理能力の問題がある。それは、合理的配慮によって能力が発揮しやすい環境を

自らが作り出すことでもあり、キャリアアップの意識の高まるを期待できる。しかし実際、

このような取り組みが、本人の配置替えや上司・同僚の異動した場面において有効であるか

は、客観的な検証はできておらず、今後も A さん支援を行いながらその効果も検証したい。 

企業等では、採用時から雇用維持に至る全てのプロセスにおいて、対象者のニーズや体調

に応じた配慮が不可欠である。しかし、現在のところ支援機関らが行ったアセスント結果を

活用することや、障害のある職員にむけて評価査定の要求基準を開示して主体的にキャリア

を考える取り組みが積極的に行われているとは言い難い。それは企業の障害者雇用の位置づ

けや経営方針にも関わることから、組織内で検討が求められる課題といえよう。 
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しかしながら、知的に遅れがない ASD 者は増加傾向にあることから、キャリア形成を研

究することは、企業等へアセスメントの重要性を伝える活動であるといえよう。この研究は、

そのための一助となると考えている。しかしながら、本研究は 1 名を対象とした質的研究で

ある。個別性の高い ASD 者にとって、ASD 者全般に当てはめて論じることは困難であるか

もしれない。しかし、この種の願いや思いを持ち働き続けている人がいるという事実の価値

は大きいととらえている。そのうえで、今後は対象者を増やし、引き続き支援行動の在り方

についての一般化に向けた検討をしていく必要があると考える。 
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ABSTRACT 

Supporting the career formation of persons with high-functioning autism (HFA) has 

not been sufficiently considered, even though support for their employment has been 

greatly encouraged. This study examines the key perspectives to support the career 

formation of persons with HFA. This was accomplished by analyzing the career history 

and work environment of a person with autism spectrum disorder (ASD). This study 

identified the significance of specific support actions in transition periods over the 

10-year career of an individual, A, with ASD. This was achieved by analyzing their 

interview data using the KJ Method and Lifeline Method. The analyses showed that 

their conversation and informal assessment information shared by the supporter during 

the transition period enabled A to develop self-understanding. Furthermore, it 

precipitated his consideration of a career. The analysis also showed A was experiencing 

over-adaptation caused by the overbearing nature of his supervisor and consequently 

experienced a mental upset, decreasing engagement at work. Employers must recognize 

the necessity of supporting persons with ASD in maintaining their mental health to 

encourage career growth and development. 
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